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＊本書は金融商品取引法（昭和23年法律第25号）
第13条の規定に基づく目論見書です。



 

１．本投資信託説明書（交付目論見書）により行う｢アジア・ソブリン・オープン（毎月決算

型）｣の募集については、委託会社は、金融商品取引法（昭和２３年法第２５号）第５条

の規定により有価証券届出書を平成２１年８月２１日に関東財務局長に提出しており、

平成２１年９月６日にその届出の効力が発生しております。 
２．本投資信託説明書（交付目論見書）は金融商品取引法（昭和２３年法第２５号）第１３

条第２項第１号の規定に基づく目論見書です。 
３．金融商品取引法（昭和２３年法第２５号）第１３条第２項第２号に規定する「ファンド

の詳細情報」を記載した投資信託説明書（請求目論見書）は投資者から請求された場合

に交付されます。また、投資者が投資信託説明書（請求目論見書）の交付を請求した場

合には、投資者も自ら交付請求をしたことを記録しておいてください。なお、当該内容

は金融庁のＥＤＩＮＥＴ（電子開示システム）および委託会社のホームページで閲覧す

ることができます。 
 

 
発行者名    ：国際投信投資顧問株式会社 

代表者の役職氏名：取締役社長  吉峯 寛 

本店の所在の場所：東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 

 

届出の対象とした募集（売出）内国投資信託受益証券に係るファンドの名称 

：アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型） 

届出の対象とした募集（売出）内国投資信託受益証券の金額 

：当初申込期間    上限 500 億円 

継続申込期間    上限 2,000 億円 
縦覧に供する場所：該当事項はありません。 

 

 
当ファンドにおける課税上の取扱いは株式投資信託となります。 

 

・ファンドは、公社債など値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リスク
もあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって元本
が保証されているものではありません。 

・投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客さまに帰属します。 

・投資信託は、預金保険の対象ではありません。 

・投資信託は、金融機関の預金と異なり、元本保証および利回り保証をするも
のではありません。 

・登録金融機関は、投資者保護基金には加入しておりません。 

・投資信託は、保険契約における保険金額とは異なり、受取金額等の保証はあ
りません。 

・投資信託は、保険ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ
ん。 

・投資信託の取得のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。 



 
 

お申込みをされる前に 
下記の事項は、「アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型）」（以下「ファ

ンド」といいます。）をお申込みされるご投資者の皆様にあらかじめ、ご確

認いただきたい重要な事項としてお知らせするものです。 
お申込みの際には、下記の事項および本投資信託説明書（交付目論見書）の

内容をよくお読みください。 
記 

◆ファンドに係るリスクについて 
ファンドは、実質的には主に国外の公社債を投資対象としています。基準
価額は組入有価証券等の値動きや為替相場の変動等（外貨建資産には為替
変動リスクがあります。）により上下します。また、組入有価証券の発行者
の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。
したがって、投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落に
より、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。運用による損益
はすべて投資者の皆様に帰属します。ファンドの基準価額の変動要因とし
ては、主に「為替変動リスク」、「金利変動リスク」および「信用リスク（デ
フォルト・リスク）」等があります。 
※詳細は、本投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。  
◆ファンドに係る手数料等について 

お申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１万
口当たり１万円）に対して、３.１５％（税抜３.００％）を
上限とした手数料率がかかります。 
（お申込みになる販売会社により異なります。） 

ご 
購 
入 
時 

お申込 
手数料 

＊詳細は、販売会社にてご確認ください。 
信託報酬 純資産総額に対して 

年率１．５７５％（税抜１．５００％） 
監査費用 純資産総額に対して 

年率０.００４２％（税抜０.００４０％）以内 
保 
有 
時 

その他 
の費用 

有価証券等の売買および保管ならびに信託事務にかかる諸
費用等についても信託財産から差引かれます。 

ご換金 
手数料 かかりません。 ご 

換 
金 
時 
信託財産 
留保額 ご換金の受付日の翌営業日の基準価額の０.３％ 

＊お申込手数料、信託報酬、監査費用およびその他の費用（国内において発
生するものに限ります。）については、消費税および地方消費税（以下「消
費税等」といいます。）相当額を含みます。 
＊その他の費用については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額
または上限額等を記載することはできません。 
＊前記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異
なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。 

＊詳細は、本投資信託説明書（交付目論見書）の該当箇所をご覧ください。 
以上 
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ファンドの概要 
 
 

本概要は、本投資信託説明書（交付目論見書）の記載内容を要約したものです。  

詳細は、本投資信託説明書（交付目論見書）の該当箇所をご覧ください。 

商 品 分 類 追加型投信／海外／債券 

運用の基本方針 ファミリーファンド方式により、日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券＊および準
ソブリン債券＊＊を中心に投資を行い、安定したインカムゲインの確保と信託財産の
成長を目指して運用を行います。 
 
＊   国債、政府保証債等をいいます。 

＊＊ 政府の出資比率が 50％を超えている企業の発行する債券をいいます。 

主要投資対象 アジア・ソブリン・オープン マザーファンドの受益証券を通じて、日本を除くアジア諸
国・地域のソブリン債券および準ソブリン債券を主要投資対象とします。 

主な投資制限 ○ アジア・ソブリン・オープン マザーファンドへの投資割合は、制限を設けません。
○ 外貨建資産への実質投資は、制限を設けません。 

価格変動リスク 公社債など値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投
資しますので、基準価額は変動します。したがって元本が保証されているものでは
ありません。 

＊くわしくは、「投資リスク」を参照してください。

当 初 設 定 日 平成２１年９月２８日 

信 託 期 限 無期限 

決 算 日 毎月２２日（休業日のときは翌営業日） 

お 申 込 期 間 ○ 当初申込期間：平成２１年９月７日から平成２１年９月２５日まで。 
○ 継続申込期間：平成２１年９月２８日から平成２２年１０月２０日まで。 
 
◆お申込みの受付は､日本における販売会社の営業日に限り行われます。 
◆シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれ
かが休業日の場合には、お申込みはできません。 

 
＊ お申込期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新される予定

です。 

お 申 込 単 位 （当初元本１口＝１円） 

分配金受取コース 

１万口単位または１万円以上１円単位です。 
 
自動けいぞく投資コース 

１万円以上１円単位です。 

（販売会社によりコースの名称が異なる場合があります。以下同じ。） 
 
＊「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資によるお申込みについては、１円単位
とします。 

＊販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合あるいはお申込単位が異なる場
合があります。 
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お 申 込 価 額 ○ 当初申込期間：１口当たり１円とします。 

○ 継続申込期間：お申込受付日の翌営業日の基準価額とします。 

 

お申込受付時間は、原則として午後３時（半休日のときは午前１１時）までとさせていただきま

す。 

お申込手数料 お申込受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万円）に

対して、３．１５％（税抜３．００％）を上限とした手数料率がかかります。 

信 託 報 酬 純資産総額に対して年１．５７５％（税抜１．５００％）の率を乗じて得た額とします。 

監 査 費 用 純資産総額に対して年０．００４２％（税抜０．００４０％）以内の率を乗じて得た額と

します。 

収 益 分 配 毎月２２日（休業日のときは翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分

配を行います。 

ただし、第１期の決算日（平成２１年１０月２２日）は分配を行いません。第２期の決

算日（平成２１年１１月２４日）から収益分配方針に基づいて分配を行います。 

 

分配金受取コース 

収益分配金は、税金を差引いた後、原則として決算日から起算して５営業日以内

に、販売会社において、受益者にお支払いします。 

 

自動けいぞく投資コース 

収益分配金は、税金を差引いた後、「自動けいぞく投資契約」に基づいて、決算

日の基準価額により自動的に無手数料で全額再投資されます。 

ご 換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。 

ご 換 金 価 額 ご換金の受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額とし

ます。 

 

ご換金のお申込受付時間は、原則として午後３時（半休日のときは午前１１時）まで

とさせていただきます。 

 

◆信託財産の資金管理を円滑に行うため、原則として１日１件５億円を超えるご換

金は行えないものとします。 

 

◆シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれ

かが休業日の場合には、ご換金の請求はできません。 

信託財産留保額 ご換金の受付日の翌営業日の基準価額の０．３％とします。 

換 金 代 金 の 
お 支 払 い 

原則としてご換金の受付日から起算して６営業日目から、販売会社において、受益

者にお支払いします。 

ご投資者の皆様におかれましては、ファンドの内容およびリスク等についてご理解のうえ、お申込みい

ただきますようお願い申し上げます。 
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ファンドの特色 
 
 
 
 
 
 

 アジア・ソブリン・オープン マザーファンド（以下「マザーファンド」ということがあります。）受益証券
を通じて、日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券および準ソブリン債券を主要投資対象としま

す。 

 日本を除くアジア諸国・地域の自国通貨建債券のほか、米ドル建債券等の外国通貨建債券にも投
資します。米ドル建債券等の外国通貨建債券に投資した場合には、原則として、実質的に債券発

行国の自国通貨建となるように為替取引を行います。    
     

 

 

＊1 ソブリン債券とは、各国政府や政府機関が発行する債券の総称で、自国通貨建・外国通貨建が

あります。また、世界銀行やアジア開発銀行など国際機関が発行する債券もこれに含まれます。 

＊2 準ソブリン債券とは、政府の出資比率が 50％を超えている企業の発行する債券とします。 
 

 
 
 
 
 

 

※投資対象国・地域における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制の

導入、自然災害、 クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等の場合をいいます。）の発生を含む市況

動向や資金動向等の事情によっては、    、    のような運用ができない場合があります。 

 

※投資対象国･地域（2009年9月末現在）

中国 香港 インド インドネシア 韓国 マレーシア

フィリピン シンガポール スリランカ 台湾 タイ ベトナム

1 日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券＊1 および準ソブリン債券＊2 を主要投

資対象とします。 

実質外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジは行いません。 2 
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 ＫＥ キャピタル・パートナーズ（KE Capital Partners Pte. Ltd.）は、シンガポールに拠
点を置く資産運用会社です。親会社であるキムエン・ホールディングス・リミテッド（Kim Eng 

Holdings Limited、以下「キムエン社」といいます。）のアジアに関する豊富な知識・経験

を活用します。 

 キムエン社は、 Kim Eng Securities Pte. Limited の持株会社として １ ９ ８ ９年     

に設立、１９９０年にシンガポール取引所に上場しました。現在、シンガポール、タイ、香港、

インドネシア、フィリピン、ベトナム、インド、マレーシア、英国、米国に拠点を有してい

ます。（２００８年１２月３１日現在） 

 

 
 
 

 毎月２２日（休業日のときは翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
ただし、第１期の決算日（平成２１年１０月２２日）は分配を行いません。第２期の決算日（平成２１

年１１月２４日）から収益分配方針に基づいて分配を行います。 

 基準価額水準や分配対象収益額を勘案し、委託会社が決定する額を付加して分配を行う場合が
あります。 

 

※収益分配金は一定の分配金額をお約束するものではなく、委託会社の判断により、分配を行わな

い場合もあります。 

 

 
 

ＫＥ キャピタル・パートナーズ（KE Capital Partners Pte. Ltd.）からアド

バイスを受け、運用を行います。 
3 

毎月決算を行い、収益の分配を行います。 4 
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ファンドおよびマザーファンドのリスク 

 

ファンドおよびマザーファンドが有する主なリスクおよび留意点は以下の通りです。 

（主なリスクおよび留意点であり、以下に限定されるものではありません。） 

 

 

 
 
 

為替変動リスク 

ファンドは、主に日本を除くアジア諸国・地域の通貨建等の有価証券に投資します（ただし、

これらに限定されるものではありません。）。外貨建資産に投資を行いますので、投資してい

る有価証券の発行通貨が円に対して強く（円安に）なればファンドの基準価額の上昇要因と

なり、弱く（円高に）なればファンドの基準価額の下落要因となります。 

 

金利変動リスク 
投資している国・地域の金利水準が上昇（低下）した場合には、一般的に債券価格は下落（上

昇）し、ファンドの基準価額の変動要因となります。 

金利変動に伴う債券価格の変動は、デュレーション＊が長いほど大きくなります。 

＊ デュレーションとは、「債券の平均回収期間」および「金利変動に対する債券価格の変動

性」を意味します。 

 
信用リスク（デフォルト・リスク）
発行国・地域の債務返済能力等の変化等による格付け（信用度）の変更や変更の可能性など

により債券価格が大きく変動し、ファンドの基準価額も大きく変動する場合があります。一

般的に、新興国の発行する債券は、先進国が発行する債券と比較して、デフォルト（債務不

履行および支払遅延）が生じるリスクが高いと考えられます。デフォルトが生じた場合には、

債券価格は大きく下落する可能性があります。 なお、このような場合には、流動性が大幅に

低下し、機動的な売買が行えないことがあります。 

ファンドは、投資適格債（ＢＢＢ格以上の債券）のほか、投資適格債の格付けを下回る

「ＢＢ格以下の債券」も投資対象とします。 

 

流動性リスク 
有価証券等を売却あるいは購入しようとする際に、買い需要がなく売却不可能、あるいは売

り供給がなく購入不可能等となるリスクのことをいいます。例えば、市況動向や有価証券等

の流通量等の状況、あるいはファンドの解約金額の規模によっては、組入有価証券等を市場

実勢より低い価格で売却しなければならないケースが考えられ、この場合にはファンドの基

準価額の下落要因となります。 

一般的に、新興国の債券は、高格付けの債券と比較して市場規模や証券取引量が小さく、投

資環境によっては機動的な売買ができない可能性があります。 

 

組入れられた有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）の値動きにより、

基準価額は変動します。これらの運用による損益は、すべて受益者に帰属します。 

したがって元本が保証されているものではありません。 
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カントリー・リスク 
債券の発行国・地域の政治や経済、社会情勢等の変化（カントリー・リスク）により金融・

証券市場が混乱して、債券価格が大きく変動する可能性があります。 

新興国のカントリー・リスクとしては主に以下の点が挙げられます。 

 先進国と比較して経済状況が一般的に脆弱であると考えられ、経済成長率やインフレ率な
どの経済状況等が著しく変化する可能性があります。 

 政治不安や社会不安、他国との外交関係の悪化により海外からの投資に対する規制導入等
の可能性があります。 

 海外との資金移動の規制導入等の可能性があります。 
 先進国と比較して情報開示に係わる制度や慣習等が異なる場合があります。 
この結果、新興国債券への投資が著しく悪影響を受ける可能性があります。 

 

ファミリーファンド方式による基準価額変動リスク 
同じマザーファンドに投資する他のファンドの資金動向による影響を受け、ファンドの基準

価額が変動することがあります。 

 
カウンターパーティー・リスク（取引相手先の決済不履行リスク） 
証券取引、為替取引、先物取引、スワップ取引、直物為替先渡取引等の相対取引においては、

取引相手先の決済不履行リスクが伴います。 

 

その他の主な留意点 
 受益権の総口数が当初設定に係る受益権総口数の１０分の１または３０億口を下ること
となった場合等には、信託期間中であっても償還されることがあります。 

 計算期末に、基準価額水準に応じて、別に定める分配方針により分配を行います。ただし、
委託会社の判断により、分配が行われないこともあります。 

 法令、税制および会計制度等は、今後変更される可能性があります。 
 信託財産の資金管理を円滑に行うため、原則として１日１件５億円を超える換金は行えな
いものとします。また、市況動向等により、これ以外にも大口の換金請求に制限を設ける

場合があります。 
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ご投資の手引き 
 

お申込みに関しては 

 

お申込み 

◇販売会社でお申込期間※にお申込みいただけます。 
※ 当初申込期間：平成２１年９月７日から平成２１年９月２５日まで。 
継続申込期間：平成２１年９月２８日から平成２２年１０月２０日まで。 

 

◇取得のお申込みの受付は、お申込期間において、原則として販売会社の営業日の午後３時（半

休日のときは午前１１時）までに、販売会社所定の方法で行われます。 
 

ただし、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれかが休業日

の場合には、お申込みはできません。 
 
＊ お申込期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新される予定で
す。 

 

お申込単位・価額 

（当初元本１口＝１円）

分配金受取コース 自動けいぞく投資コース 

１万口単位 

または 

１万円以上１円単位 

１万円以上１円単位 
 

ただし、「自動けいぞく投資コース」に係る収益分

配金の再投資による取得申込みについては、１円

単位とします。 

販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合あるいはお申込単位が異なる場合が

あります。 
 

◇お申込価額は、当初申込期間中は１口当たり１円、継続申込期間中は取得申込みの受付日

の翌営業日の基準価額とします。 

 

お申込手数料 

・ お申込手数料は、取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額※に、３．１５％（税抜３．００％）を

上限として、販売会社がそれぞれ別に定める率を乗じて得た額とします。お申込手数料は消費税

等相当額を含みます。 
 

・ お申込代金は、取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額※に申込口数を乗じて得た額に、販

売会社が前記手数料率を上限として、それぞれ別に定める率を乗じて得たお申込手数料（消費税

等相当額を含みます。）を加えた額となります。 
 

・ 「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資による取得申込みについては、無手数料

とします。 

※ 当初申込期間中は１万口当たり１万円です。 
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収益分配に関しては 

 

収益分配時期 

毎月２２日（休業日のときは翌営業日とします。）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配

を行います。 

ただし、第１期の決算日（平成２１年１０月２２日）は分配を行いません。第２期の決算日（平成２１年

１１月２４日）から収益分配方針に基づいて分配を行います。 
 

分配金受取コース 自動けいぞく投資コース 

収益分配金は、税金を差引いた後、原則とし

て決算日から起算して５営業日以内にお支払

いします。 

収益分配金は、税金を差引いた後、「自動けい

ぞく投資契約」に基づいて、決算日の基準価

額により自動的に無手数料で全額再投資され

ます。 
   

 

お手取額 

お客様の個別元本により普通分配金（課税）と特別分配金（非課税）が計算されます。  

・分配落ち後の基準価額が、個別元本と同額または上回る場合には、全額が普通分配金となり

ます。 

・分配落ち後の基準価額が、個別元本を下回る場合には、分配金の範囲内で下回る部分に相当

する金額が特別分配金、残余の金額が普通分配金となります。 
 

◇普通分配金は課税対象扱いとなりますので、お手取額は所得税および地方税を差引いた額と

なります。 

◇なお、特別分配金を受取った場合は、投資元本の一部を払戻したことになり、分配金発生時

にその個別元本から特別分配金を控除した額が、その後の個別元本となります。また、特別

分配金については非課税となります。 

 

お支払開始日 

「分配金受取コース」については、毎計算期間の終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日

（原則として決算日から起算して５営業日以内）から、販売会社において、受益者にお支払い

します。 
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ご換金に関しては 

 

ご換金のお申込み 

ご換金の請求は、原則として販売会社の営業日の午後３時（半休日のときは午前１１時）まで

に、販売会社所定の方法で行われます。 
 

※ 信託財産の資金管理を円滑に行うため、原則として１日１件５億円を超えるご換金は行え

ないものとします。 
 

ただし、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれかが休業

日の場合には、ご換金の請求はできません。  

 

ご換金単位 

販売会社が定める単位とします。 

 

ご換金価額 

ご換金の受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額とします。 

 

ご換金手数料 

かかりません。 

 

信託財産留保額 

ご換金の受付日の翌営業日の基準価額の０．３％とします。 

 

お支払日 

換金代金は、原則としてご換金の受付日から起算して６営業日目から、販売会社において、

受益者にお支払いします。 
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償還に関しては 

 

信託期間 

平成２１年９月２８日以降、無期限とします。 
 

◇ただし、委託会社は、一部解約により、受益権の総口数が当初設定に係る受益権総口数の

１０分の１または３０億口を下ることとなった場合等には、受託会社と合意のうえ、途中

で信託を終了させることができます。なお、この場合において、あらかじめ、監督官庁に

届出ます。 

 

お支払開始日 

償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（休業日の

ときは翌営業日）から起算して５営業日以内）から、販売会社において、受益者にお支払い

します。 

 

 

 

運用状況を知るには 

 

◇委託会社は、６ヵ月毎（毎年１月および７月の決算日を基準とします。）および償還時に、運用経

過等を記載した運用報告書を作成し、かつ販売会社を経由して知れている受益者に交付します。

なお、当該運用報告書は委託会社等のホームページにおいても受益者その他一般投資者に対

して開示されることがあります。 
 

◇また、運用報告書を補完することを目的として、週次または月次に運用状況等を記載した情報提

供資料を作成し、ホームページ等において受益者その他一般投資者に対して開示されることが

あります。 
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費 用 と 税 金 
 

 

お申込みからご換金・償還までの間に直接あるいは間接的にご負担いただく費用・税金は以下の通り 

です。 

時期 項目 費用・税金 

直 接 負 担  

申込み時 申込手数料 （手数料率） 

基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万円）に対して 

上限３．１５％（税抜３．００％）

収益分配時 所得税および地方税 普通分配金に対して課税されます。 

所得税および地方税 課税されます。 

換金手数料 （かかりません） ０

換金  

（解約）時 

信託財産留保額 基準価額に対して ０．３％

償還時 所得税および地方税 課税されます。 

間 接 負 担  

信託報酬 純資産総額に対して年率１．５７５０％（税抜１．５０００％） 

監査費用 純資産総額に対して年率０．００４２％（税抜０．００４０％）以内

保有時 

（毎日） 

その他の費用 有価証券等の売買に関する費用・保管費用等 

＊ 申込手数料、信託報酬、監査費用およびその他の費用（国内において発生するものに限ります。） 

については、消費税等相当額を含みます。 
＊ その他の費用については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載 

することはできません。 

＊ 前記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合 

計額等を記載することはできません。 

（注）税制等が改正された場合等は、変更になる場合があります。 
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第一部【証券情報】 
 

(1)【ファンドの名称】 

アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型） 

（以下「ファンド」といいます。） 

 

(2)【内国投資信託受益証券の形態等】 

追加型証券投資信託の振替内国投資信託受益権です。 

格付けは取得していません。 

ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）の規定

の適用を受けることとし、受益権の帰属は、後述の「(11) 振替機関に関する事項」に記載の振

替機関および当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管理機関」を

いい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録され

ることにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を

「振替受益権」といいます）。委託者である国際投信投資顧問株式会社は、やむを得ない事情等

がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。 

 

(3)【発行（売出）価額の総額】 

① 当初申込期間：500億円を上限とします。 

② 継続申込期間：2,000億円を上限とします。 

 

(4)【発行（売出）価格】 

① 当初申込期間：１口当たり１円とします。 

② 継続申込期間：取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額＊とします。 

なお、原則として午後３時（半休日のときは午前11時）までに、取得申込みが行われかつ当該取

得申込みの受付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の取得申込みとします。 

＊ 「基準価額」とは、ファンドの資産総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）をその

ときの受益権総口数で除した１口当たりの純資産額をいいます。（ただし、便宜上１万口当

たりに換算した価額で表示することがあります。） 

基準価額は、組入れる有価証券等の値動き等により日々変動します。 

基準価額の照会先は、「(8)申込取扱場所」または以下の通りです。また、原則として計算日の

翌日付の日本経済新聞朝刊に略称「アジソブ」として掲載されます。 

国際投信投資顧問株式会社 

電話番号：0120-759311（フリーダイヤル） 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半休日のときは午前９時～正午）） 

ホームページ アドレス：http://www.kokusai-am.co.jp 

 

(5)【申込手数料】 

取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万円）に、3.15％

（税抜3.00％）を上限として、販売会社がそれぞれ別に定める率を乗じて得た額とします。申込

手数料は消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）相当額を含みます。 

「自動けいぞく投資コース」（販売会社により名称が異なる場合があります。以下同じ。）に係

る収益分配金の再投資による取得申込みについては、無手数料とします。 

なお、申込手数料の照会先は販売会社となります。 
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(6)【申込単位】 

収益分配金の受取方法により、２つのコースがあり、申込単位が異なります。（原則として、

コースを途中で変更することはできません。） 

（当初元本１口＝１円） 

① 「分配金受取コース」（販売会社により名称が異なる場合があります。以下同じ。） 

１万口単位または１万円以上１円単位です。 

② 「自動けいぞく投資コース」 

１万円以上１円単位です。 

なお、「自動けいぞく投資コース」について、販売会社によっては、定期引出契約＊を締結

することができる場合があります。 

販売会社によっては、「定時定額購入サービス」（販売会社により名称が異なる場合があります。

以下同じ。）に関する契約＊を締結することができる場合があります。その場合は、当該契約で

規定する申込単位となります。 

＊ 販売会社によっては、当該契約または規定について、同様の権利義務関係を規定する名称の

異なる契約または規定を使用することがあります。 

ただし、販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合あるいは申込単位が異なる

場合があります。 

なお、それぞれの販売会社の取扱いコースおよび申込単位の照会先は当該販売会社となります。 

「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資による取得申込みについては、１円単位

とします。 

 

(7)【申込期間】 

① 当初申込期間：平成21年９月７日から平成21年９月25日までです。 

② 継続申込期間：平成21年９月28日から平成22年10月20日までです。 

取得申込みの受付は、日本における販売会社の営業日に限り行われます。 

ただし、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれかが休業

日の場合には、申込みはできません。 

＊ 申込期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新される予定です。 

 

(8)【申込取扱場所】 

販売会社で申込みの取扱いを行います。 

販売会社の照会先は以下の通りです。 

国際投信投資顧問株式会社 

電話番号：0120-759311（フリーダイヤル） 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半休日のときは午前９時～正午）） 

ホームページ アドレス：http://www.kokusai-am.co.jp 

 

(9)【払込期日】 

① 当初申込期間 

取得申込者は、当初申込期間中に申込代金（申込金額（１円×申込口数）に、申込手数料

（消費税等相当額を含みます。）を加算した額）を販売会社に支払うものとします。 

当初申込期間に係る発行価額の総額は、当初設定日（平成21年９月28日）に、販売会社によ

り、国際投信投資顧問株式会社（信託契約に係る委託者であり、以下「委託会社」といいま

す。）の指定する口座を経由して、株式会社りそな銀行（信託契約に係る受託者であり、以
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下「受託会社」といいます。）のファンドに係る口座に払込まれます。 

なお、ファンドは、当初設定日に販売会社における当初申込期間に係る申込金額の総額を受

入れます。また、委託会社による自己設定を行う場合があります。 

② 継続申込期間 

取得申込者は、申込代金（申込金額（取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額に申込口数

を乗じて得た額）に、申込手数料（消費税等相当額を含みます。）を加算した額）を販売会

社が指定する期日までに払込むものとします。 

取得申込受付日の発行価額の総額は、追加信託が行われる日に委託会社の指定する口座を経

由して、受託会社の指定するファンドに係る口座に払込まれます。 

 

(10)【払込取扱場所】 

前記「(8)申込取扱場所」に同じです。 

申込代金は取得の申込みを行った販売会社へ払込むものとします。 

 

(11)【振替機関に関する事項】 

株式会社証券保管振替機構 

 

(12)【その他】 

① 申込みの方法 

取得申込みは、原則として販売会社の営業日の午後３時（半休日のときは午前11時）までに、 

販売会社所定の方法で行われます。取得申込みが行われ、かつ当該取得申込みの受付に係る 

販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の取得申込みとします。 

② 日本以外の地域における発行 

該当事項はありません。 

③ その他留意事項 

ａ．委託会社は、金融商品取引所（金融商品取引法第２条第16項に規定する金融商品取引所

および金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。

以下同じ。）における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があ

るときは、取得の申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた取得の申込みの受

付を取消すことがあります。 

ｂ．申込代金には利息をつけません。 

ｃ．振替受益権について 

ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、前記「(11) 振替機関に関する事

項」に記載の振替機関の振替業に係る業務規程等の規則にしたがって取扱われるものと

します。 

ファンドの収益分配金、償還金、換金代金は、社振法および前記「(11) 振替機関に関

する事項」に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。 

（参考） 

投資信託振替制度においては、ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシ

ステムにて管理します。ファンドの設定、解約、償還等がコンピュータシステム上の帳

簿（「振替口座簿」といいます。）への記載・記録によって行われますので、受益証券

は発行されません。 
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第二部【ファンド情報】 
 

第１【ファンドの状況】 
 

１【ファンドの性格】 

 

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】 

① ファンドの目的 

ファミリーファンド方式
＊
により、安定したインカムゲインの確保と信託財産の成長を目指

して運用を行います。 

＊ ファミリーファンド方式とは、受益者から投資された資金をまとめた投資信託をベビー

ファンドとし、その資金の全部または一部をマザーファンドに投資して、マザーファン

ドにおいて実質的な運用を行う仕組みです。 

 

アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型） 

アジア・ソブリン・オープン マザーファンド＊ 

投   資   者（受   益   者） 

証  券・金  融  市  場 

収益分配金・償還金申 込 金 

損  益 投  資 

損  益 投  資 

ベビーファンド 

マザーファンド 

 

  
  ＊ 「アジア･ソブリン･オープン マザーファンド」については、以下「マザーファンド」

または「親投資信託」という場合があります。 

② 信託金の限度額 

2,000億円です。 

＊ 信託金の限度額は、受託会社と合意のうえ、変更することができます。 
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③ 基本的性格 

社団法人投資信託協会による商品分類および属性区分は、以下の通りです。 

 
商品分類表 

単位型・追加型の別 投資対象地域 
投資対象資産 

（収益の源泉となる資産）

 
 

単位型投信 

 

 

追加型投信 

 

 
国  内 
 
 

海  外 

 
 

内  外 

 
株  式 
 

債  券 

 
不動産投信 

 
その他資産 

 
資産複合 
 

（注）該当する部分を網掛け表示しています。 

 

該当する商品分類の定義について 

追加型投信 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産

とともに運用されるファンドをいう。 

海 外 目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質

的に海外の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。 

債 券 目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質

的に債券を源泉とする旨の記載があるものをいう。 

 
属性区分表 

投資対象資産 

（実際の組入資産） 
決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ 

 
株式 
 一般 
 大型株 
 中小型株 
 
債券 
 一般 
 公債 
 社債 
 その他債券 
 クレジット属性 
 
不動産投信 
 
その他資産 

（投資信託証券 

（債券 一般）） 

 
資産複合 
 

 
年１回 
 
年２回 
 
年４回 
 
年６回（隔月） 
 

年12回（毎月） 

 
日々 
 
その他 
 

 
グローバル 
 
日本 
 
北米 
 
欧州 
 

アジア 

 

オセアニア 

 
中南米 
 
アフリカ 
 
中近東（中東）
 
エマージング 
 

 
 
 
 
 

ファミリーファンド 

 
 
 
 
 
 
ファンド・オブ・
ファンズ 
 

 
 
 
 
 

あり 

 
 
 
 
 
 
 

なし 

（注）該当する部分を網掛け表示しています。 

 



－  － 

 

 

6

※投資対象国･地域（2009年9月末現在）

中国 香港 インド インドネシア 韓国 マレーシア

フィリピン シンガポール スリランカ 台湾 タイ ベトナム

該当する属性区分の定義について 

その他資産 

（投資信託証券 

（債券 一般）） 

投資信託証券（マザーファンド）を通じて、主として債券（一般＊）に投資す

る。 

＊一般とは、公債＊１、社債＊２、その他債券＊３属性にあてはまらない全てのも

のをいう。 

年12回（毎月） 目論見書又は投資信託約款において、年12回（毎月）決算する旨の記載がある

ものをいう。 

アジア 目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が日本を除くア

ジア地域の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。 

ファミリーファンド 目論見書又は投資信託約款において、親投資信託（ファンド・オブ・ファンズ

にのみ投資されるものを除く。）を投資対象として投資するものをいう。 

為替ヘッジなし 目論見書又は投資信託約款において、為替のヘッジを行わない旨の記載がある

もの又は為替のヘッジを行う旨の記載がないものをいう。 

＊１ 公債・・・・・目論見書又は投資信託約款において、日本国又は各国の政府の発行する国債（地 

方債、政府保証債、政府機関債、国際機関債を含む。）に主として投資する旨の

記載があるものをいう。 

＊２ 社債・・・・・目論見書又は投資信託約款において、企業等が発行する社債に主として投資する 

旨の記載があるものをいいます。 

＊３ その他債券・・目論見書又は投資信託約款において、公債又は社債以外の債券に主として投資す

る旨の記載があるものをいいます。 

 

※ 前記以外の商品分類および属性区分の定義につきましては、社団法人投資信託協会のホームページ

（http://www.toushin.or.jp/）よりご確認ください。 

 

④ ファンドの特色 

ａ．日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券
＊1
および準ソブリン債券

＊2
を主要投資対象

とします。 

（ａ）アジア・ソブリン・オープン マザーファンドの受益証券を通じて、日本を除

くアジア諸国・地域のソブリン債券および準ソブリン債券を主要投資対象とし

ます。 

（ｂ）日本を除くアジア諸国・地域の自国通貨建債券のほか、米ドル建債券等の外国

通貨建債券にも投資します。米ドル建債券等の外国通貨建債券に投資した場合

には、原則として、実質的に債券発行国の自国通貨建となるように為替取引を

行います。 

 

※投資対象国・地域は、外務省が定義する「アジア」から選定しています。 

※なお、資金管理目的で、上記以外のソブリン債券（米国債券等）に一部投資するこ 
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ともあります。 

 

＊１ ソブリン債券とは、各国政府や政府機関が発行する債券の総称で、自国通貨建・

外国通貨建があります。また、世界銀行やアジア開発銀行など国際機関が発行す

る債券もこれに含まれます。 

＊２ 準ソブリン債券とは、政府の出資比率が50％を超えている企業の発行する債券と

します。 

ｂ．実質外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジは行いません。 
※ 投資対象国・地域における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍

結を含む規制の導入、自然災害、 クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等の場合

をいいます。）の発生を含む市況動向や資金動向等の事情によっては、前記のような運

用ができない場合があります。 

ｃ．ＫＥ キャピタル・パートナーズ（KE Capital Partners Pte. Ltd.）からアドバイスを

受け、運用を行います。 

・ＫＥ キャピタル・パートナーズ（KE Capital Partners Pte. Ltd.）は、シンガポー

ルに拠点を置く資産運用会社です。親会社であるキムエン・ホールディングス・リミ

テッド（Kim Eng Holdings Limited、以下「キムエン社」といいます。）のアジアに

関する豊富な知識・経験を活用します。 

・キムエン社は、 Kim Eng Securities Pte. Limitedの持株会社として1989年に設立、

1990年にシンガポール取引所に上場しました。現在、シンガポール、タイ、香港、イ

ンドネシア、フィリピン、ベトナム、インド、マレーシア、英国、米国に拠点を有し

ています。（2008年12月31日現在） 

ｄ．毎月決算を行い、収益の分配を行います。 

・毎月22日（休業日のときは翌営業日とします。）に決算を行い、収益分配方針に基づ

いて分配を行います。ただし、第１期の決算日（平成21年10月22日）は分配を行いま

せん。第２期の決算日（平成21年11月24日）から収益分配方針に基づいて分配を行い

ます。 

・なお、基準価額水準や分配対象収益額を勘案し、委託会社が決定する額を付加して分

配を行う場合があります。 

※収益分配金は一定の分配金額をお約束するものではなく、委託会社の判断により、分

配を行わない場合もあります。 
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(2)【ファンドの仕組み】 

① ファンドの仕組み 

 

委託会社 

国際投信投資顧問株式会社 

受託会社 

株式会社りそな銀行 

（再信託受託会社：日本トラスティ･ 
サービス信託銀行株式会社） 

販売会社 

証券投資信託契約

マザーファンド 

アジア・ソブリン・オープン マザーファンド 

投資信託受益権の募集・販

売の取扱い等に関する契約 

ファンド 

アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型） 

投資顧問会社 

 
ＫＥ キャピタル・パートナーズ 

投資顧問契約

 

② 委託会社およびファンドの関係法人の名称、ファンドの運営上の役割 

ａ．委託会社（国際投信投資顧問株式会社） 

信託財産の運用指図、運用報告書の作成等を行います。 

ｂ．受託会社（株式会社りそな銀行、再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社） 

信託財産の管理業務等を行います。 

ｃ．投資顧問会社（ＫＥ キャピタル・パートナーズ） 

信託財産の運用に係る助言および情報提供を行います。 

ｄ．販売会社 

受益権の募集の取扱い、一部解約の実行の請求の受付、収益分配金の再投資ならびに収

益分配金、一部解約金および償還金の支払いの取扱い等を行います。 

③ 委託会社が関係法人と締結している契約の概要 

ａ．証券投資信託契約（委託会社と受託会社との契約） 

証券投資信託の運用の基本方針、運営方法ならびに委託会社、受託会社および受益者と

の権利義務関係ならびに受益権の取扱い方法等が定められています。 

ｂ．投資顧問契約（委託会社と投資顧問会社との契約） 

ファンドの運用のための情報および助言等の提供についての方法ならびに投資顧問会社

が受ける投資顧問報酬等が定められています。 

ｃ．投資信託受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約（委託会社と販売会社との契約） 

受益権の募集・販売の取扱い、一部解約事務ならびに収益分配金、一部解約金および償

還金の受益者への支払いの取扱いに関する方法等が定められています。 

④ 委託会社の概況 

ａ．資本金（平成21年９月末現在） 
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26億８千万円 

ｂ．沿革 

昭和58年３月 国際投信委託株式会社設立 

昭和59年12月 国際投資顧問株式会社設立 

平成９年７月 両社の合併により国際投信投資顧問株式会社に商号変更 

ｃ．大株主の状況（平成21年９月末現在） 

氏名または名称 住所 所有株式数 比率 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 
東京都千代田区丸の内二丁目
４番１号 

3,995株 30.73％

エム・ユー・エス・ファシ
リティサービス株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目
５番２号 

1,427株 10.97％

株式会社野村総合研究所 
東京都千代田区丸の内一丁目
６番５号 

1,400株 10.77％

 

２【投資方針】 

 

(1）【投資方針】 

① 基本方針 

ファンド マザーファンド 

ファミリーファンド方式により、日本を除

くアジア諸国・地域のソブリン債券および

準ソブリン債券を中心に投資を行い、安定

したインカムゲインの確保と信託財産の成

長を目指して運用を行います。 

日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債

券および準ソブリン債券を中心に投資を行

い、安定したインカムゲインの確保と信託

財産の成長を目指して運用を行います。 

 

② 投資態度 

ファンド マザーファンド 

ａ．親投資信託受益証券を主要投資対象とし

ます。 

ｂ．親投資信託受益証券を通じて、日本を除

くアジア諸国・地域のソブリン債券およ

び準ソブリン債券を中心に投資を行いま

す。 

ｃ．ポートフォリオの構築にあたっては、原

則として以下の範囲内で行います。 

（ａ）ソブリン債券以外への実質投資は、取

得時において、信託財産の純資産総額

の35％以内とします。 

（ｂ）同一企業が発行する債券への実質投資

は、取得時において、信託財産の純資

産総額の10％以内とします。 

（ｃ）同一国・地域が発行する債券への実質

投資は、取得時において、信託財産の

純資産総額の35％以内とします。 

ａ．日本を除くアジア諸国・地域のソブリ

ン債券および準ソブリン債券を中心に

投資を行います。 

ｂ．ポートフォリオの構築にあたっては、

原則として以下の範囲内で行います。

（ａ）ソブリン債券以外への投資は、取得

時において、信託財産の純資産総額

の35％以内とします。 

（ｂ）同一企業が発行する債券への投資

は、取得時において、信託財産の純

資産総額の10％以内とします。 

（ｃ）同一国・地域が発行する債券への投

資は、取得時において、信託財産の

純資産総額の35％以内とします。 

ｃ．債券（ソブリン債券および準ソブリン

債券）の組入比率は、原則として高位

を保ちます。 
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ｄ．債券（ソブリン債券および準ソブリン債

券）の実質組入比率は、原則として高位

を保ちます。 

ｅ．実質外貨建資産については、原則として

対円での為替ヘッジを行いません。 

ｆ．重大な投資環境の変化が生じた場合に

は、信託財産の保全の観点から、委託者

の判断により主要投資対象への投資を大

幅に縮小する場合があります。 

ｇ．投資対象国・地域における非常事態（金

融危機、デフォルト、重大な政策変更や

資産凍結を含む規制の導入、自然災害、

クーデターや重大な政治体制の変更、戦

争等の場合をいいます。）の発生を含む

市況動向や資金動向等の事情によって

は、前記のような運用ができない場合が

あります。 

ｄ．外貨建資産については、原則として対

円での為替ヘッジを行いません。 

ｅ．重大な投資環境の変化が生じた場合に

は、信託財産の保全の観点から、委託

者の判断により主要投資対象への投資

を大幅に縮小する場合があります。 

ｆ．投資対象国における非常事態（金融危

機、デフォルト、重大な政策変更や資

産凍結を含む規制の導入、自然災害、

クーデターや重大な政治体制の変更、

戦争等の場合をいいます。）の発生を

含む市況動向や資金動向等の事情に

よっては、前記のような運用ができな

い場合があります。 

 

 

③ 運用の形態等 

ファミリーファンド方式により運用を行います。 

 

(2)【投資対象】 

ファンド マザーファンド 

アジア・ソブリン・オープン マザーファ

ンドの受益証券を通じて、日本を除くアジ

ア諸国・地域のソブリン債券および準ソブ

リン債券を主要投資対象とします。 

 

＊ くわしくは、信託約款を参照してください。

日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債

券および準ソブリン債券を主要投資対象と

します。 

 

(3)【運用体制】 

① ファンドの運用に関する主な会議および組織は次の通りです。（平成21年９月末現在） 

会議 役割・機能 

投資環境検討会議 原則として月１回投資環境検討会議を開催し、経済環境等の長期的な

構造変化や中長期的な投資環境について検討を行います。 

運用会議 原則として月１回運用会議を開催し、運用方針ならびに収益分配金お

よび収益分配金の決定に関する方針の決定を行います。 

 

組織 役割・機能 

運用部門（ファン

ドマネージャー） 

ファンドマネージャーは運用会議に運用方針計画書を提出し承認され

た後、運用実施計画書を作成します。この計画に基づいて売買の指図

を行い、ポートフォリオを構築します。なお、随時投資環境、投資対

象ならびに資産状況について分析および検討し、ポートフォリオの見

直しを行います。 
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≪参考≫ 

委託会社の運用部門および関連部署の人員体制 

株式運用部 28名 

債券運用部※ 20名 

外部委託運用部 12名 

運用企画部 14名 

経済調査部 13名 

トレーディング部 10名 

リスク管理部 13名 

コンプライアンス部 ９名 

※ ファンドの運用は、債券運用部が担当します。 

② 運用体制に関する社内規則等は次の通りです。 

委託会社は、「組織規程」において、ファンドの運用方針等を決定する機関として運用会議

をおくなどの運用体制を定めています。ファンドマネージャー（運用担当者）の適正な行動

基準の確立のために「運用担当者規則」を定めています。 

③ 関係法人に関する管理体制は次の通りです。 

委託会社は、投資顧問会社の業務執行状況等に基づき、定期的に適正性を確認します。 

また、受託会社については、年１回、内部統制の整備および運用状況に関する報告書を入手

し、その内容の確認を行っています。 

（注）組織変更等により前記の名称、人数または内容等は変更となる場合があります。 
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(4)【分配方針】 

① 収益分配方針 

毎月22日（休業日の場合は翌営業日とします。）に決算を行い、原則として以下の方針によ

り分配を行います。ただし、第１期の決算日（平成21年10月22日）は分配を行いません。第

２期の決算日（平成21年11月24日）から収益分配方針に基づいて分配を行います。 

ａ．分配対象収益額の範囲 

経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

なお、前期から繰越された分配準備積立金および収益調整金中のその他調整金は、全額

分配に使用することができます。 

ｂ．分配対象収益についての分配方針 

委託会社が基準価額水準・市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。（ただし、

分配対象収益が少額の場合には分配を行わないこともあります。） 

ｃ．留保益の運用方針 

留保益については、特に制限を設けず、運用の基本方針に則した運用を行います。 

② 収益分配金の交付 

ａ．「分配金受取コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、毎計算期間の終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定

する日（原則として決算日から起算して５営業日以内）から、販売会社において、受益

者に支払います。 

ｂ．「自動けいぞく投資コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、「自動けいぞく投資契約＊」に基づいて、決算日の

基準価額により自動的に無手数料で全額再投資されます。 

＊ 販売会社によっては、当該契約または規定について、同様の権利義務関係を規定す

る名称の異なる契約または規定を使用することがあります。 

③ 収益の分配方式 

ａ．信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

（ａ）配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれらに類する収益から支払利

息を控除した額（「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬（当該諸

経費、信託報酬は、消費税等相当額を含みます。）を控除した後、その残金を受

益者に分配することができます。なお、次期以降の分配にあてるため、その一部

を分配準備積立金として積立てることができます。 

（ｂ）売買損益に評価損益を加減した利益金額（「売買益」といいます。）は、諸経費、

信託報酬（当該諸経費、信託報酬は、消費税等相当額を含みます。）を控除し、

繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分

配することができます。なお、次期以降の分配にあてるため、分配準備積立金と

して積立てることができます。 

ｂ．毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

 

(5)【投資制限】 

○信託約款に定める投資制限 

① ファンドに関する主な投資制限 

ａ．親投資信託への投資 

親投資信託への投資割合は、制限を設けません。 

ｂ．株式への投資 
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株式への実質投資は、転換社債の転換請求および新株予約権（新株予約権付社債のうち

会社法第236条第１項第３号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当

該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしてい

るもの（以下、会社法施行前の旧商法第341条ノ３第１項第７号および第８号の定めが

ある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます。）の新株予

約権に限ります。）の行使により取得した株券に限り、信託財産の純資産総額の10％以

内とします。 

ｃ．投資信託証券への投資 

投資信託証券（親投資信託の受益証券を除きます。）への実質投資は、信託財産の純資

産総額の５％以内とします。 

ｄ．同一銘柄の株式への投資制限 

同一銘柄の株式への実質投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の５％以内と

します。 

ｅ．同一銘柄の転換社債等への投資制限 

同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への実質投資は、取得時におい

て、信託財産の純資産総額の５％以内とします。 

ｆ．外貨建資産への投資制限 

外貨建資産への実質投資は、制限を設けません。 

＊ くわしくは、信託約款を参照してください。 

② マザーファンドに関する主な投資制限 

  ａ．株式への投資 

株式への投資は、転換社債の転換請求および転換社債型新株予約権付社債の新株予約権

の行使により取得した株券に限り、信託財産の純資産総額の10％以内とします。 

ｂ．投資信託証券への投資 

投資信託証券への実質投資は、信託財産の純資産総額の５％以内とします。 

ｃ．同一銘柄の株式への投資制限 

同一銘柄の株式への投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の５％以内としま

す。 

ｄ．同一銘柄の転換社債等への投資制限 

同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資は、取得時において、

信託財産の純資産総額の５％以内とします。 

ｅ．外貨建資産への投資制限 

外貨建資産への投資は、制限を設けません。 

○法令等による投資制限 

① 同一の法人の発行する株式（投資信託及び投資法人に関する法律第９条） 

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投

資信託につき、投資信託財産として有する当該株式に係る議決権（株主総会において決議を

することができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権

を除き、会社法第879条第３項の規定により議決権を有するものとみなされる株式について

の議決権を含みます。）の総数が、当該株式に係る議決権の総数に100分の50の率を乗じて

得た数を超えることとなる場合においては、投資信託財産をもって取得することを受託会社

に指図してはならないものとされています。 

② デリバティブ取引（金融商品取引業等に関する内閣府令第130条第１項第８号） 

委託会社は、信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標
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に係る変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定

めた合理的な方法により算出した額が当該信託財産の純資産額を超えることとなる場合にお

いて、デリバティブ取引（新株予約権証券またはオプションを表示する証券もしくは証書に

係る取引および選択権付債券売買を含みます。）を行い、または継続することを受託会社に

指図してはならないものとされています。 

 

＊ 平成21年９月末現在、「アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型）」以外で「アジア・ソ

ブリン・オープン マザーファンド」に投資を行う予定の他のファンドはありません。 

 

３【投資リスク】 

 

(1) ファンドおよびマザーファンドのリスク 

ファンドおよびマザーファンドが有する主なリスクおよび留意点は以下の通りです。 

（主なリスクおよび留意点であり、以下に限定されるものではありません。） 

 

組入れられた有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）の値動きにより、

基準価額は変動します。これらの運用による損益は、すべて受益者に帰属します。したがっ

て元本が保証されているものではありません。 

 

① 為替変動リスク 

ファンドは、主に日本を除くアジア諸国・地域の通貨建等の有価証券に投資します（ただし、

これらに限定されるものではありません。）。外貨建資産に投資を行いますので、投資して

いる有価証券の発行通貨が円に対して強く（円安に）なればファンドの基準価額の上昇要因

となり、弱く（円高に）なればファンドの基準価額の下落要因となります。 

② 金利変動リスク 

投資している国・地域の金利水準が上昇（低下）した場合には、一般的に債券価格は下落

（上昇）し、ファンドの基準価額の変動要因となります。 

金利変動に伴う債券価格の変動は、デュレーション＊が長いほど大きくなります。 

＊ デュレーションとは、「債券の平均回収期間」および「金利変動に対する債券価格の変

動性」を意味します。 

③ 信用リスク（デフォルト・リスク） 

発行国・地域の債務返済能力等の変化等による格付け（信用度）の変更や変更の可能性など

により債券価格が大きく変動し、ファンドの基準価額も大きく変動する場合があります。一

般的に、新興国の発行する債券は、先進国が発行する債券と比較して、デフォルト（債務不

履行および支払遅延）が生じるリスクが高いと考えられます。デフォルトが生じた場合には、

債券価格は大きく下落する可能性があります。 なお、このような場合には、流動性が大幅

に低下し、機動的な売買が行えないことがあります。 

ファンドは、投資適格債（ＢＢＢ格以上の債券）のほか、投資適格債の格付けを下回る 

「ＢＢ格以下の債券」も投資対象とします。 

④ 流動性リスク 

有価証券等を売却あるいは購入しようとする際に、買い需要がなく売却不可能、あるいは売

り供給がなく購入不可能等となるリスクのことをいいます。例えば、市況動向や有価証券等

の流通量等の状況、あるいはファンドの解約金額の規模によっては、組入有価証券等を市場

実勢より低い価格で売却しなければならないケースが考えられ、この場合にはファンドの基
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準価額の下落要因となります。 

一般的に、新興国の債券は、高格付けの債券と比較して市場規模や証券取引量が小さく、投

資環境によっては機動的な売買ができない可能性があります。 

⑤ カントリー・リスク 

債券の発行国・地域の政治や経済、社会情勢等の変化（カントリー・リスク）により金融・

証券市場が混乱して、債券価格が大きく変動する可能性があります。 

新興国のカントリー・リスクとしては主に以下の点が挙げられます。 

ａ．先進国と比較して経済状況が一般的に脆弱であると考えられ、経済成長率やインフレ率

などの経済状況等が著しく変化する可能性があります。 

ｂ．政治不安や社会不安、他国との外交関係の悪化により海外からの投資に対する規制導入

等の可能性があります。 

ｃ．海外との資金移動の規制導入等の可能性があります。 

ｄ．先進国と比較して情報開示に係わる制度や慣習等が異なる場合があります。 

この結果、新興国債券への投資が著しく悪影響を受ける可能性があります。 

⑥ ファミリーファンド方式による基準価額変動リスク 

同じマザーファンドに投資する他のファンドの資金動向による影響を受け、ファンドの基準

価額が変動することがあります。 

⑦ カウンターパーティー・リスク（取引相手先の決済不履行リスク） 

証券取引、為替取引、先物取引、スワップ取引、直物為替先渡取引等の相対取引においては、

取引相手先の決済不履行リスクが伴います。 

⑧ その他の主な留意点 

ａ．受益権の総口数が当初設定に係る受益権総口数の10分の１または30億口を下ることと

なった場合等には、信託期間中であっても償還されることがあります。 

ｂ．計算期末に、基準価額水準に応じて、別に定める分配方針により分配を行います。ただ

し、委託会社の判断により、分配が行われないこともあります。 

ｃ．法令、税制および会計制度等は、今後変更される可能性があります。 

ｄ．信託財産の資金管理を円滑に行うため、原則として１日１件５億円を超える換金は行え

ないものとします。また、市況動向等により、これ以外にも大口の換金請求に制限を設

ける場合があります。 

 

(2) 投資リスクに対する管理体制 

委託会社におけるリスク管理体制 

委託会社では、運用部門から独立した部門において、多面的にファンドの投資リスク管理を行っ

ています。 

① トレーディング部 

株式、公社債等の売買執行および発注に伴うフロントチェックを行います。 

② コンプライアンス部 

法令上の禁止行為、約款の投資制限等のモニタリングを通じ、法令等遵守状況を把握・管理

し、必要に応じて改善の指導を行います。 

③ リスク管理部 

運用リスク全般の状況をモニタリング・管理するとともに、運用実績の分析および評価を行 

い、必要に応じて改善策等を提言します。また、事務・情報資産・その他のリスクの統括的 

管理を行っています。 

④ 内部監査部 
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委託会社のすべての業務から独立した立場より、リスク管理体制の適切性および有効性につ

いて評価を行い、改善策の提案等を通して、リスク管理機能の維持・向上をはかります。 

 

この他に、投資リスク管理に関して、以下の会議体を設けています。 

＊ コンプライアンス委員会（原則、毎月開催）において、信託財産の運用に係る法令等遵守状

況、その他コンプライアンス上、重要な個別案件に関する審議、改善策等の検討を行ってい

ます。 

＊ リスク管理委員会（原則、毎月開催）において、信託財産の運用に係る運用リスク等に関す

る審議、改善策の検討を行っています。 

＊ 運用管理会議（原則、毎月開催）において、原則として、全ファンドの運用実績の状況を報

告するとともに、必要に応じて特定のファンドに対する詳細な分析を実施し、必要な改善策

等の提言を行っています。 

＊ 取引先リスク管理会議（原則、四半期毎に開催）において、信託財産の運用に係る運用リス

クのうち、取引相手先の決済不履行リスク（カウンターパーティー・リスク）に関する管理

方針等の検討を行っています。 

 

委託会社のリスク管理体制図 

 

 
運用部門 

 
コンプライアンス部

 

リスク管理部 

運用会議 

ファンドマネージャー 

トレーディング部 

コンプライアンス委員会

内部監査部 

リスク管理委員会 

運用管理会議 

取引先リスク管理会議 

 

＊ 組織変更等により、前記の名称および内容は変更となる場合があります。 
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４【手数料等及び税金】 

 

取得から換金・償還までの間に直接あるいは間接的に負担となる費用・税金は以下の通りです。 

時期 項目 費用・税金 

直接負担   

申込み時 申込手数料 （手数料率） 

基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万円）に対して 

上限3.15％（税抜3.00％）

収益分配時 所得税および地方税 普通分配金に対して課税されます。 

所得税および地方税 課税されます。 

換金手数料 （かかりません） ０

換金 

（解約）時 

信託財産留保額 基準価額に対して 0.3％

償還時 所得税および地方税 課税されます。 

間接負担   

信託報酬 純資産総額に対して年率1.575％（税抜1.500％） 

監査費用 純資産総額に対して年率0.0042％（税抜0.0040％）以内 

保有時 

（毎日） 

その他の費用 有価証券等の売買に関する費用・保管費用等 

＊ 申込手数料、信託報酬、監査費用およびその他の費用（国内において発生するものに限ります。）

については、消費税等相当額を含みます。 

＊ その他の費用については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載す

ることはできません。 

＊ 前記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合

計額等を記載することはできません。 

＊ 課税の取扱いについては、「(5）課税上の取扱い」を参照してください。 

（注）税制等が改正された場合等は、変更になる場合があります。 

 

(1）【申込手数料】 

手数料率：上限3.15％（税抜3.00％） 

申込手数料は、取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万

円）に、3.15％（税抜3.00％）を上限として、販売会社がそれぞれ別に定める率を乗じて得た額

とします。申込手数料は消費税等相当額を含みます。 

申込代金は、取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万

円）に申込口数を乗じて得た額に、販売会社が前記手数料率を上限として、それぞれ別に定める

率を乗じて得た申込手数料（消費税等相当額を含みます。）を加えた額となります。 

「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資による取得申込みについては、無手数料

とします。 

なお、申込手数料の照会先は販売会社となります。 

 

(2）【換金（解約）手数料】 

かかりません。 

ただし、信託財産留保額として、解約の受付日の翌営業日の基準価額の0.3％が差引かれます。 

 

(3）【信託報酬等】 

① ａ．信託報酬の総額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に、年
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1.575％（税抜1.500％）の率を乗じて得た額とします。 

ｂ．信託報酬は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁します。 

② 信託報酬の平成21年９月末現在の料率、支払先および配分は、以下の通りです。 

信託報酬率 委託会社 受託会社 販売会社 

年1.575％ 

（税抜1.500％） 

年0.903％ 

（税抜0.860％）

年0.042％ 

（税抜0.040％）

年0.630％ 

（税抜0.600％） 

＊ 信託報酬は消費税等相当額を含みます。 

なお、委託会社の信託報酬には、投資顧問会社への投資顧問報酬が含まれます。 

 

(4）【その他の手数料等】 

① 信託事務の諸費用 

ａ．信託財産に関する租税、監査費用（消費税等相当額を含みます。）等の信託事務の処理

に要する諸費用および受託会社の立替えた立替金の利息は、受益者の負担とし、信託財

産中から支弁します。 

ｂ．信託財産に係る監査費用（消費税等相当額を含みます。）は、ファンドの計算期間を通

じて毎日、信託財産の純資産総額に一定率（年0.0042％（税抜0.0040％））以内の率を

乗じて得た額とし、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁します。 

② 売買・保管等に要する費用 

信託財産の組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料等（消費税等相当額を含みま

す。）、先物取引・オプション取引等に要する費用および外貨建資産の保管等に要する費用

についても信託財産が負担するものとします。 

③ 資金の借入れ 

一部解約金の支払資金等に不足額が生じて資金借入れの指図をする場合は、借入金の利息は

信託財産中より支弁します。 

④ その他 

マザーファンドに係る売買・保管等に要する費用につきましても、マザーファンドにおける

信託財産が負担するものとします。 

＊ 売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。 

（注）手数料等については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載

することはできません。 

 

(5)【課税上の取扱い】 

＊ 以下の内容は平成21年４月１日現在の税制であり、税制が改正された場合等は、変更になるこ

とがあります。 

＊ 買取制度につきましては、販売会社に確認してください。 

＊ 課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家に確認してください。 
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① 個人の受益者に対する課税 

期間 対象 課税対象 所得の種類 税率等 

収益分配金 普通分配金 配当所得 
源泉徴収（申告不要）10％ 

(所得税７％ 地方税３％) 

一部解約金 

平成23年 

12月31日 

まで 
償還金 

譲渡益 譲渡所得 
申告分離課税＊ 10％ 

(所得税７％ 地方税３％) 

収益分配金 普通分配金 配当所得 
源泉徴収（申告不要）20％ 

(所得税15％ 地方税５％) 

一部解約金 

平成24年 

１月１日 

以降 
償還金 

譲渡益 譲渡所得 
申告分離課税＊ 20％ 

(所得税15％ 地方税５％) 

 ＊ 原則として確定申告が必要ですが、特定口座（源泉徴収あり）をご利用の場合は、源泉

徴収され、申告不要制度が適用されます。 

 
※１ 収益分配金に対する課税は、確定申告を行うことにより総合課税または申告分離課税

のいずれかを選択することもできます。 

※２ 配当控除の適用はありません。 

 
② 法人の受益者に対する課税 

  所得税法上の対象額 税率等 

収益分配金 普通分配金額 

一部解約金 解約価額の個別元本超過額 

償還金 償還価額の個別元本超過額 

平成23年12月31日までは源泉徴収７％（所得税）

 
平成24年１月１日以降は源泉徴収15％（所得税）

 ※ 税額控除制度が適用されます。なお、法人税の益金不算入制度は適用されません。 
その他詳しくは販売会社にお問い合わせください。 

 

③ 個別元本について 

ａ．受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料（消費税等相当額を含みます。）は含ま

れていません。）が当該受益者の元本（個別元本）にあたります。 

ｂ．受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加信

託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 

ｃ．受益者が同一ファンドの受益権を複数の販売会社で取得する場合については、販売会社毎

に個別元本の算出が行われます。また、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファン

ドの受益権を取得する場合は当該支店等毎に個別元本の算出が行われる場合があります。 

ｄ．受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配

金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 

 

④ 収益分配金の課税について 

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる

「特別分配金」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 

受益者が収益分配金を受取る際は、 

ａ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の場合または当該受益者

の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となります。 

ｂ．当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、その

下回る部分の額が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配金を控除した額が

普通分配金となります。 
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５【運用状況】 

 

(1）【投資状況】 

ファンドは、平成21年11月24日現在では第１特定計算期末（平成22年１月22日）を迎えておりま

せんので、記載すべき該当事項はありません。 

 

(2）【投資資産】 

該当事項はありません。 

 

(3）【運用実績】 

該当事項はありません。 
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６【手続等の概要】 

 

(1） 申込（販売）手続等 

取得の申込みは、申込期間において、原則として販売会社の営業日の午後３時（半休日のときは

午前11時）までに、販売会社所定の方法で行われます。取得申込みが行われ、かつ当該取得申込

みの受付に係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の取得申込みとします。 

ただし、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれかが休業

日の場合には、取得の申込みはできません。（販売会社または委託会社において確認することが

できます。） 

金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき

は、取得申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた取得申込みの受付を取消すことがあ

ります。 

※ 取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために開設された

ファンドの受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取

得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。 

① 申込単位 

（当初元本１口＝１円） 

ａ．「分配金受取コース」 

１万口単位または１万円以上１円単位です。 

ｂ．「自動けいぞく投資コース」 

１万円以上１円単位です。 

ただし、「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資による取得申込みについて

は、１円単位とします。 

販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合あるいは申込単位が異なる場合

があります。 

なお、それぞれの販売会社の取扱いコースおよび申込単位の照会先は当該販売会社となりま

す。 

② 申込手数料 

手数料率：上限3.15％（税抜3.00％） 

申込手数料は、消費税等相当額を含みます。 

「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資による取得申込みについては、無手

数料とします。 

なお、申込手数料の照会先は販売会社となります。 

③ 申込代金 

取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万円）に申込

口数を乗じて得た額に、前記手数料率を乗じて得た申込手数料（消費税等相当額を含みま

す。）を加えた額が申込代金となります。 

④ 払込期日 

取得申込者は、申込代金を販売会社が指定する期日までに払込むものとします。 

 

(2） 換金（解約）手続等 

換金（解約）の請求は、原則として販売会社の営業日の午後３時（半休日のときは午前11時）ま

でに、販売会社所定の方法で行われます。換金請求が行われ、かつ当該換金請求の受付に係る販

売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の換金請求とします。 
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※ 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求には制限を設ける場合があります。 

ただし、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれか休業日

の場合には、換金の請求はできません。（販売会社または委託会社において確認することができ

ます。） 

なお、金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があ

るときは、換金請求の受付を中止することおよびすでに受付けた換金請求の受付を取消すことが

あります。換金請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当日の換

金請求を撤回できます。ただし、受益者がその換金請求を撤回しない場合の解約価額は、当該受

付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に換金請求を受付けたものとし、当該計算日の翌

営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額とします。 

解約価額は、販売会社において確認できます。 

※ 換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請

求に係るファンドの一部解約を委託会社が行うのと引換えに、当該一部解約に係る受益権の

口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座

において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

なお、換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

① 解約単位 

販売会社が定める単位とします。 

② 解約価額 

解約の受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額とします。 

③ 解約手数料 

かかりません。 

④ 信託財産留保額 

解約の受付日の翌営業日の基準価額の0.3％とします。 

⑤ 支払日 

解約代金は、原則として解約の受付日から起算して６営業日目から、販売会社において、受

益者に支払います。 

⑥ 大口解約の制限 

信託財産の資金管理を円滑に行うため、原則として１日１件５億円を超える解約は行えない

ものとします。また、市況動向等により、これ以外にも大口の解約請求に制限を設ける場合

があります。 

 

７【管理及び運営の概要】 

 

(1） 資産の評価 

① 基準価額の算出方法 

基準価額は、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入有価証券を除きま

す。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価または一部償却原価法によ

り評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といいま

す。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。（ただし、便宜上１万口

当たりに換算した価額で表示することがあります。） 

＊ 基準価額＝純資産総額÷受益権総口数 

② ファンドの主な投資対象の評価方法 

ａ．親投資信託受益証券 
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計算日の基準価額で評価します。 

ｂ．公社債等 

以下のいずれかの方法で評価します。 

（ａ）日本証券業協会が発表する売買参考統計値（平均値） 

（ｂ）金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（売気配相場を除きます。） 

（ｃ）価格情報会社の提供する価額 

残存期間１年以内の公社債等については、一部償却原価法による評価を適用することが

できます。 

ｃ．外貨建資産 

外貨建資産の円換算については、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買

相場の仲値をもとに評価します。また、予約為替の評価は、原則として、わが国におけ

る計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるものとします。 

③ 基準価額の算出頻度 

委託会社の毎営業日において算出されます。 

④ 基準価額の照会方法 

基準価額の照会先は、販売会社または以下の通りです。また、原則として計算日の翌日付の

日本経済新聞朝刊に略称で「アジソブ」として掲載されます。 

国際投信投資顧問株式会社 

電話番号：0120-759311（フリーダイヤル） 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半休日のときは午前９時～正午）） 

ホームページ アドレス：http://www.kokusai-am.co.jp 

 

(2) 信託期間 

平成21年９月28日以降、無期限とします。 

(3) 計算期間 
毎月23日から翌月22日までとします。（ただし、第１計算期間は平成21年９月28日から平成21年

10月22日までとなります。） 

ただし、各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計

算期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。 

なお、最終計算期間の終了日は、ファンドの信託期間の終了日とします。 

(4) その他 

① ファンドの償還条件等 

ａ．委託会社は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利で

あると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、

この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会

社は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ｂ．委託会社は、一部解約により受益権の総口数が当初設定に係る受益権総口数の10分の１

または30億口を下ることとなった場合には、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解

約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、

解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ｃ．委託会社は、信託の終了について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）

を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約の

理由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託契約に係る知れている

受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 
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ｄ．ｃ．の書面決議において、受益者（委託会社およびファンドの信託財産にファンドの受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下ｄ．に

おいて同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書

面決議について賛成するものとみなします。 

ｅ．ｃ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益

者の議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行います。 

ｆ．ｃ．からｅ．までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合におい

て、当該提案につき、この信託契約に係るすべての受益者が書面または電磁的記録によ

り同意の意思表示をしたときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真に

やむを得ない事情が生じている場合であってｃ．からｅ．までの手続きを行うことが困

難な場合にも適用しません。 

ｇ．委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にした

がい、信託契約を解約し信託を終了させます。 

ｈ．委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

ときは、委託会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

ｉ．監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引継ぐこと

を命じたときは、この信託は、②のｂ．に規定する書面決議が否決された場合を除き、

当該投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。 

ｊ．受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合、または裁判所が受託会社

を解任した場合、委託会社が新受託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契

約を解約し、信託を終了させます。 

② 約款の変更 

ａ．委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信

託との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図

型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじ

め、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、ａ．

からｇ．までに定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

ｂ．委託会社は、ａ．の事項（ａ．の変更にあっては、その内容が重大なものに該当する場

合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）について、

書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約

款の変更等の内容およびその理由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、こ

の信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面

決議の通知を発します。 

ｃ．ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびファンドの信託財産にファンドの受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下ｃ．に

おいて同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書

面決議について賛成するものとみなします。 

ｄ．ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益

者の議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行います。 

ｅ．書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

ｆ．ｂ．からｅ．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場合に
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おいて、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面または電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは適用しません。 

ｇ．ａ．からｆ．までの規定にかかわらず、ファンドにおいて併合の書面決議が可決された

場合にあっても、当該併合に係る一または複数の他のファンドにおいて当該併合の書面

決議が否決された場合は、当該他のファンドとの併合を行うことはできません。 

③ 反対者の買取請求権 

信託契約の解約または重大な約款変更等を行う場合には、書面決議において当該解約または

重大な約款変更等に反対した受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権を、信託財

産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

④ 公告 

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

⑤ 運用報告書 

委託会社は、６ヵ月毎（毎年１月および７月の決算日を基準とします。）および償還時に、

運用経過等を記載した運用報告書を作成し、かつ販売会社を経由して知れている受益者に交

付します。なお、当該運用報告書は委託会社等のホームページにおいても受益者その他一般

投資者に対して開示されることがあります。 

また、運用報告書を補完することを目的として、週次または月次に運用状況等を記載した情

報提供資料を作成し、ホームページ等において受益者その他一般投資者に対して開示される

ことがあります。 
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第２【財務ハイライト情報】 
 

１ ファンドは、平成21年９月28日より運用を開始していますが平成21年11月24日現在では第１特定期

間末（平成22年１月22日）を迎えておりませんので、記載すべき該当事項はありません。 

 

２ ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総

理府令第133号）に基づいて作成します。 

 

３ ファンドの財務諸表については新日本有限責任監査法人による監査を受けます。 
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第３【内国投資信託受益証券事務の概要】 
 

１ 投資信託受益証券の名義書換等 

該当事項はありません。 

 

２ 受益者等名簿 

該当事項はありません。 

 

３ 受益者等に対する特典 

該当事項はありません。 

 

４ 内国投資信託受益証券の譲渡制限 

該当事項はありません。 

 

（注）ファンドの受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり、

委託会社は、この信託の受益権を取扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取消さ

れた場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存

在しない場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を

発行しません。 

○ 受益権の譲渡 

① 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受

益権が記載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするもの

とします。 

② 当該申請のある場合には、当該振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権

の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座

簿に記載または記録するものとします。ただし、当該振替機関等が振替先口座を開設し

たものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替

機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受

益権の口数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。 

③ 前記①の振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載また

は記録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機

関等が異なる場合等において、委託会社が必要と認めた場合またはやむをえない事情が

あると判断した場合は、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

○ 受益権の譲渡の対抗要件 

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社

に対抗することができません。 

○ 受益権の再分割 

委託会社は、社振法に定めるところにしたがい、受託会社と協議のうえ、一定日現在の受益

権を均等に再分割できるものとします。 

○ 質権口記載または記録の受益権の取扱いについて 

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権に係る収益分配金の支
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払い、一部解約の実行の請求の受付、一部解約金および償還金の支払い等については、約款

の規定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取扱われます。 

○ 償還金 

償還金は、償還日において振替機関の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還

日以前において一部解約が行われた受益権に係る受益者を除きます。また、当該償還日以前

に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されてい

る受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。 
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第４【ファンドの詳細情報の項目】 

 
金融商品取引法第13条第２項第２号に規定する詳細情報を記載した目論見書（投資信託説明書（請求目

論見書））に記載している項目の一覧は次の通りです。 

なお、当該内容は金融庁のＥＤＩＮＥＴ（電子開示システム）および委託会社のホームページで閲覧す

ることができます。 

 

第１ ファンドの沿革 

第２ 手続等 
１ 申込（販売）手続等 

２ 換金（解約）手続等 

第３ 管理及び運営 
１ 資産管理等の概要 

(1）資産の評価 

(2）保管 

(3）信託期間 

(4）計算期間 

(5）その他 

２ 受益者の権利等 

第４ ファンドの経理状況 

第５ 設定及び解約の実績 
 



 
 
 
 

アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型） 
 
 
 

信託約款 
 
 
 
 
 
 
 
 

国際投信投資顧問株式会社 



アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型） 
－運用の基本方針－ 

 
約款第 19条の規定に基づき、委託者の定める運用の基本方針は、次の通りとします。 
 
1．基本方針 
この投資信託は、ファミリーファンド方式により、日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券（国債、政府保

証債等をいいます。）および準ソブリン債券（政府の出資比率が 50％を超えている企業の発行する債券をいいま
す。）を中心に投資を行い、安定したインカムゲインの確保と信託財産の成長を目指して運用を行います。 
 
2．運用方法 
（1）投資対象 
アジア・ソブリン・オープン マザーファンド（以下、この運用の基本方針において「親投資信託」といいます。）
の受益証券を通じて、日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券および準ソブリン債券を主要投資対象としま

す。 
（2）投資態度 
① 親投資信託受益証券を主要投資対象とします。 
② 親投資信託受益証券を通じて、日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券および準ソブリン債券を中心に投
資を行います。 
③ ポートフォリオの構築にあたっては、原則として以下の範囲内で行います。 
イ. ソブリン債券以外への実質投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 35％以内とします。 
ロ. 同一企業が発行する債券への実質投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 10％以内とします。 
ハ. 同一国・地域が発行する債券への実質投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 35％以内とします。 
④ 債券（ソブリン債券および準ソブリン債券）の実質組入比率は、原則として高位を保ちます。 
⑤ 実質外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行いません。 
⑥ 重大な投資環境の変化が生じた場合には、信託財産の保全の観点から、委託者の判断により主要投資対象への
投資を大幅に縮小する場合があります。 
⑦ 投資対象国・地域における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、
自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等の場合をいいます。）の発生を含む市況動向や資金動向等

の事情によっては、前記のような運用ができない場合があります。 
 
3．投資制限 
（1）親投資信託への投資割合は、制限を設けません。 
（2）株式への実質投資は、転換社債の転換請求および新株予約権（新株予約権付社債のうち会社法第 236条第 1
項第 3 号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存
在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（以下、会社法施行前の旧商法第 341条ノ 3第 1項第 7号およ
び第 8号の定めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます。）の新株予約権に限
ります。）の行使により取得した株券に限り、信託財産の純資産総額の 10％以内とします。 
（3）投資信託証券（親投資信託の受益証券を除きます。）への実質投資は、信託財産の純資産総額の 5％以内とし
ます。 
（4）同一銘柄の株式への実質投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 5％以内とします。 
（5）同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への実質投資は、取得時において、信託財産の純資
産総額の 5％以内とします。 
（6）有価証券先物取引等は、約款第 23条の範囲で行います。 
（7）スワップ取引は、約款第 24条の範囲で行います。 
（8）直物為替先渡取引は、約款第 32条の範囲で行います。 
（9）外貨建資産への実質投資は、制限を設けません。 
 
4．収益分配方針 
毎月 22 日（休業日の場合は翌営業日とします。）に決算を行い、原則として以下の方針により分配を行います。



ただし、第 1期の決算時には原則として分配を行いません。 
（1）分配対象収益額の範囲 
経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 
（2）分配対象収益についての分配方針 
委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。（ただし、分配対象収益が少額の場合に

は分配を行わないこともあります。） 
（3）留保益の運用方針 
留保益については、特に制限を設けず、運用の基本方針に則した運用を行います。 
 
 



追加型証券投資信託   アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型）   約款 
 
（信託の種類、委託者および受託者） 
第 1 条 この信託は、証券投資信託であり、国際投信投資顧問株式会社を委託者とし、株式会社りそな銀行を受
託者とします。 
② この信託は、信託法（平成 18年法律第 108号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けます。 
 
（信託事務の委託） 
第 2条 受託者は、信託法第 28条第 1号に基づく信託事務の委託として、信託事務の処理の一部について、金融
機関の信託業務の兼営等に関する法律第 1条第 1項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関（受
託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律にて準用する信託業法第 29条第 2項第 1号に規定
する利害関係人をいいます。以下本条、第 18条第 1項および第 2項ならびに第 33条において同じ。）を含みます。）
と信託契約を締結し、これを委託することができます。 
② 前項における利害関係人に対する業務の委託については、受益者の保護に支障を生じることがない場合に行

うものとします。 
 
（信託の目的および金額） 
第 3条 委託者は、金 500億円を上限として受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引受け
ます。 
 
（信託金の限度額） 
第 4条 委託者は、受託者と合意のうえ、金 2,000億円を限度として信託金を追加することができます。 
② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 
 
（信託期間） 
第 5条 この信託の期間は、信託契約締結日から第 51条第 1項および第 2項、第 52条第 1項、第 53条第 1項
および第 55条第 2項の規定による信託終了の日までとします。 
 
（受益権の取得申込みの勧誘の種類） 
第 6条 この信託に係る受益権の取得申込みの勧誘は、金融商品取引法第 2条第 3項第 1号に掲げる場合に該当
する勧誘のうち投資信託及び投資法人に関する法律第 2条第 8項で定める公募により行われます。 
 
（当初の受益者） 
第 7 条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第 8
条の規定により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 
 
（受益権の分割および再分割） 
第 8 条 委託者は、第 3 条の規定により生じた受益権については、500 億口を上限として、追加信託によって生
じた受益権については、これを追加信託のつど第 9条第 1項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 
② 委託者は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）に定めるところにしたがい、受

託者との協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。 
 
（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 
第 9 条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基準価額に、当該追加信託に係る受益権の口数を乗じた
額とします。 
② この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および第 29条に規定する
借入有価証券を除きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価または一部償却原価法によ

り評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日

における受益権総口数で除した金額をいいます。なお、外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有

価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）の円換算については、原則として、わが国に



おける当日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。 
③ 第 31条に規定する外国予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値
によるものとします。 
 
（信託日時の異なる受益権の内容） 
第 10条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより、差異を生ずることはありません。 
 
（受益権の帰属と受益証券の不発行） 
第 11条 この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適用を受けることとし、受益権の帰属は、委託者があら
かじめこの信託の受益権を取扱うことについて同意した一の振替機関（社振法第 2 条に規定する「振替機関」を
いい、以下「振替機関」といいます。）および当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第 2条に規定する「口
座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録される

ことにより定まります。（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」と

いいます。） 
② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取消された場合また

は当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他やむを得

ない事情がある場合を除き、振替受益権を表示する受益証券を発行しません。 
③ 委託者は、第 8 条の規定により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または
記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託者から振替機

関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行いま

す。 
 
（受益権の設定に係る受託者の通知） 
第 12条 受託者は、第 3条の規定により生じた受益権については信託契約締結日に、追加信託により生じた受益
権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の

通知を行います。 
 
（受益権の申込単位および価額） 
第 13条 委託者の指定する販売会社（金融商品取引法第 28条第 1項に規定する第一種金融商品取引業を行う者
および金融商品取引法第 2条第 11項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ。）は、第 8条第 1項の規定
により分割される受益権を、その取得申込者に対し、1口単位の委託者の指定する販売会社が定める単位をもって
取得申込みに応ずることができるものとします。 
② 前項の規定にかかわらず、同項の取得申込日がシンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香

港取引所のいずれかが休業日の場合には、受益権の取得申込みの受付は行いません。 
③ 第 1 項の取得申込者は委託者の指定する販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために
開設されたこの信託の受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者

に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、委託者の指定する販売会社は、当該取得申込総金額（第

4 項の受益権の取得価額に当該取得申込みの口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引換えに、当該口座に
当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行うことができます。 
④ 第 1 項の場合の受益権の取得価額は、取得申込日の翌営業日の基準価額に、委託者の指定する販売会社がそ
れぞれ独自に定める手数料ならびに当該手数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）

に相当する金額を加算した価額とします。ただし、この信託契約締結日前の取得申込みに係る受益権の価額は、1
口につき 1 円に、委託者の指定する販売会社がそれぞれ独自に定める手数料および当該手数料に係る消費税等に
相当する金額を加算した価額とします。 
⑤ 第 4項の規定にかかわらず、委託者の指定する販売会社は、第 47条第 2項に規定する収益分配金の再投資に
係る受益権の取得申込みを申出た取得申込者に対しては、1円単位をもって取得申込みに応ずることができるもの
とします。この場合の受益権の取得価額は、決算日の基準価額とします。 
⑥ 前各項の規定にかかわらず、委託者は、金融商品取引所（金融商品取引法第 2条第 16項に規定する金融商品
取引所および金融商品取引法第 2条第 8項第 3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。）等にお
ける取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、受益権の取得申込みの受付を中止



することおよびすでに受付けた取得申込みの受付を取消すことができます。 
 
（受益権の譲渡に係る記載または記録） 
第 14条 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載また
は記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。 
② 前項の申請のある場合には、同項の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数の減少お

よび譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記録するものとします。

ただし、同項の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振

替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益

権の口数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。 
③ 委託者は、第 1 項に規定する振替について、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されて
いる振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合等において、委託者

が必要と認めるときまたはやむをえない事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止期間を設けること

ができます。 
 
（受益権の譲渡の対抗要件） 
第 15条 受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託者および受託
者に対抗することができません。 
 
（投資の対象とする資産の種類） 
第 16条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産（投資信託及び投資法人に関す
る法律第 2条第 1項で定めるものをいいます。以下同じ。）とします。 
1．有価証券 
2．デリバティブ取引（金融商品取引法第 2条第 20項に規定するものをいい、約款第 23条ないし第 25条および
第 32条に定めるものに限ります。）に係る権利 
3．約束手形 
4．金銭債権 
 
（運用の指図範囲等） 
第 17条 委託者は、信託金を、主として、国際投信投資顧問株式会社を委託者とし、株式会社りそな銀行を受託
者として締結されたアジア・ソブリン・オープン マザーファンド（以下「親投資信託」といいます。）の受益証
券のほか、次の有価証券（金融商品取引法第 2 条第 2 項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権
利を除きます。）に投資することを指図します。 
1．転換社債の転換請求および新株予約権（新株予約権付社債のうち会社法第 236条第 1項第 3号の財産が当該新
株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらか

じめ明確にしているもの（以下、会社法施行前の旧商法第 341条ノ 3第 1項第 7号および第 8号の定めがある新
株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます。）の新株予約権に限ります。）の行使により

取得した株券 
2．国債証券 
3．地方債証券 
4．特別の法律により法人の発行する債券 
5．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債券」
といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 
6．特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第 2条第 1項第 4号で定めるものをいいます。） 
7．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第 2条第 1項第 6号で定めるものをい
います。） 
8．協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第 2条第 1項第 7号で定めるものをいいます。） 
9．特定目的会社に係る優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法第 2条第 1項第 8
号で定めるものをいいます。） 
10．コマーシャル・ペーパー 



11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および新株予約権証
券 
12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するもの 
13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第 2条第 1項第 10号で定めるものをいいます。） 
14．投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第 2条第 1項第 11号で定めるものをい
います。） 
15．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第 2条第 1項第 18号で定めるものをいいます。） 
16．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第 2条第 1項第 19号で定めるものをいい、有価証券
に係るものに限ります。） 
17．預託証書（金融商品取引法第 2条第 1項第 20号で定めるものをいいます。） 
18．外国法人が発行する譲渡性預金証書 
19．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第 2条第 1項第 14号で定める受益証券発行信託の受益証券に限り
ます。） 
20．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第 2条第 1項第 14号で定める受益証券発行信託の受益証券に表
示されるべきもの 
21．外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 
なお、第 1号の証券または証書、第 12号および第 17号の証券または証書のうち第 1号の証券または証書の性質
を有するものを以下「株式」といい、第 2号から第 6号までの証券ならびに第 12号、第 14号の証券のうち投資
法人債券および第 17号の証券または証書のうち第 2号から第 6号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」
といい、第 13号の証券および第 14号の証券（投資法人債券を除きます。）を以下「投資信託証券」といいます。 
② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2 項の
規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用することを指図することができ

ます。 
1．預金 
2．指定金銭信託（金融商品取引法第 2条第 1項第 14号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 
3．コール・ローン 
4．手形割引市場において売買される手形 
5．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第 2条第 2項第 1号で定めるもの 
6．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 
③ 第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還への対応および投資環境の変動等への対応で、委
託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前項第 1 号から第 6 号までに掲げる金融商品により
運用することの指図ができます。 
④ 委託者は、信託財産に属する株式の時価総額と親投資信託の信託財産に属する株式の時価総額のうち信託財

産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の 100分の 10を超えることとなる投資の指図をし
ません。 
⑤ 前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属する親投資信託の時価総額に、親投資信託

の信託財産の純資産総額に占める当該株式の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 
⑥ 委託者は、信託財産に属する投資信託証券（親投資信託を除きます。）の時価総額と親投資信託の信託財産に

属する投資信託証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の 100
分の 5を超えることとなる投資の指図をしません。 
⑦ 前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属する親投資信託の時価総額に、親投資信託

の信託財産の純資産総額に占める投資信託証券の時価総額の割合を乗じて得た額とします。 
 
（利害関係人等との取引等） 
第 18条 受託者は、受益者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資法人
に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託者の指図により、信託財産と、受託者（第三者との間

において信託財産のためにする取引その他の行為であって、受託者が当該第三者の代理人となって行うものを含

みます。）および受託者の利害関係人、第 33条第 1項に定める信託業務の委託先およびその利害関係人または受
託者における他の信託財産との間で、第 16条ならびに前条第 1項および第 2項に掲げる資産への投資等ならびに
第 22条ないし第 25条、第 27条ないし第 29条、第 31条、第 32条および第 36条ないし第 38条に掲げる取引



その他これらに類する行為を行うことができます。 
② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権限に基づいて信託事務の処理として行うことができる取引

その他の行為について、受託者または受託者の利害関係人の計算で行うことができるものとします。なお、受託

者の利害関係人が当該利害関係人の計算で行う場合も同様とします。 
③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、信

託財産と、委託者、その取締役、執行役および委託者の利害関係人等(金融商品取引法第 31条の 4第 3項および
同条第 4項に規定する親法人等または子法人等をいいます。)または委託者が運用の指図を行う他の信託財産との
間で、第 16条ならびに前条第 1項および第 2項に掲げる資産への投資等ならびに第 22条ないし第 25条、第 27
条ないし第 29条、第 31条、第 32条および第 36条ないし第 38条に掲げる取引その他これらに類する行為を行
うことの指図をすることができ、受託者は、委託者の指図により、当該投資等、当該取引および当該行為を行う

ことができます。 
④ 前 3項の場合、委託者および受託者は、受益者に対して信託法第 31条第 3項および同法第 32条第 3項の通
知は行いません。 
 
（運用の基本方針） 
第19条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがってその指図を行います。 
 
（投資する株式の範囲） 
第 20 条 委託者が投資することを指図する株式は、金融商品取引所に上場（上場予定を含みます。）されている
株式の発行会社の発行するもの、金融商品取引所に準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行す

るものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取得する株式については、この限りではありませ

ん。 
 
（同一銘柄の株式への投資制限） 
第 21条 委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額と親投資信託の信託財産に属す
る当該株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 5
を超えることとなる投資の指図をしません。 
② 前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属する親投資信託の時価総額に、親投資信託

の信託財産の純資産総額に占める当該株式の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 
 
（信用取引の指図範囲） 
第 22条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売付けることの
指図をすることができます。なお、当該売付の決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指

図をすることができるものとします。 
② 前項の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券について行うことができる

ものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとします。 
1．信託財産に属する株券 
2．株式分割により取得する株券 
3．信託財産に属する転換社債の転換請求および転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使により取得可能
な株券 
 
（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 
第23条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、および価格変動リスクを回避するため、
わが国の金融商品取引所における有価証券先物取引（金融商品取引法第 28条第 8項第 3号イに掲げるものをいい
ます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第 28条第 8項第 3号ロに掲げるものをいいます。）および有
価証券オプション取引（金融商品取引法第 28条第 8項第 3号ハに掲げるものをいいます。）ならびに外国の金融
商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。なお、選択

権取引は、オプション取引に含めて取扱うものとします。（以下同じ。） 
1．先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする有価証券（以
下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 



2．先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可能
額（組入ヘッジ対象有価証券を差引いた額）に信託財産が限月までに受取る組入公社債、組入外国貸付債権信託

受益証券および組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額を限度とし、かつ信託財産が限月まで

に受取る組入有価証券に係る利払金および償還金等ならびに第 17条第 2項第 1号から第 6号に掲げる金融商品で
運用している額の範囲内とします。 
3．コール・オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、本条で規定する全オプション取引に係る支払
プレミアム額の合計額が、取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 
② 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、および為替変動リスクを回避するため、わ

が国の金融商品取引所における通貨に係る先物取引ならびに外国の金融商品取引所における通貨に係る先物取引

およびオプション取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 
1．先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせてヘッジ
対象とする外貨建資産の時価総額と親投資信託の信託財産に属するヘッジ対象とする外貨建資産の時価総額のう

ち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属する親投資信託の時価総額に親投資信託の信託財産純資産総額

に占めるヘッジ対象とする外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額の範囲内としま

す。 
2．先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、外貨
建有価証券の買付代金等の実需の範囲内とします。 
3．コール・オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払プレミアム額の合計額が、取引時点の保
有外貨建資産の時価総額の 5％を上回らない範囲内とし、かつ本条で規定する全オプション取引に係る支払プレミ
アム額の合計額が、取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 
③ 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、および価格変動リスクを回避するため、わ

が国の金融商品取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品取引所におけ

るこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 
1．先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品（信
託財産が 1年以内に受取る組入有価証券の利払金および償還金等ならびに第 17条第 2項第 1号から第 6号に掲げ
る金融商品で運用されているものをいい、以下「ヘッジ対象金利商品」といいます。）の時価総額の範囲内としま

す。 
2．先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受取る組
入有価証券に係る利払金および償還金等ならびに第 17条第 2項第 1号から第 6号に掲げる金融商品で運用してい
る額（以下本号において「金融商品運用額等」といいます。）の範囲内とします。ただし、ヘッジ対象金利商品が

外貨建で、信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差引いた額。

以下同じ。）に信託財産が限月までに受取る外貨建組入公社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならびに外貨

建組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額が当該金融商品運用額等の額より少ない場合には外

貨建資産組入可能額に信託財産が限月までに受取る外貨建組入有価証券に係る利払金および償還金等を加えた額

を限度とします。 
3．コール・オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払プレミアム額の合計額が取引時点のヘッ
ジ対象金利商品の時価総額の 5％を上回らない範囲内とし、かつ本条で規定する全オプション取引に係る支払プレ
ミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 
 
（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 
第 24条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変
動リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件の

もとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図をすることができます。 
② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が原則として第 5 条に定める信託期間を超えないも
のとします。ただし、当該取引が当該期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありません。 
③ スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産に係るスワップ取引の想定元本の総額と親投資信託の信託

財産に係るスワップ取引の想定元本の総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額（以下本項において

「スワップ取引の想定元本の合計額」といいます。）が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、

信託財産の一部解約等の事由により、前記純資産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の合計額が信託財産

の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当するスワップ取引の一部



の解約を指図するものとします。 
④ 前項において信託財産に属するとみなした額とは、親投資信託の信託財産に係るスワップ取引の想定元本の

総額に、親投資信託の信託財産の純資産総額に占める信託財産に属する親投資信託の時価総額の割合を乗じて得

た額をいいます。 
⑤ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するものとし

ます。 
⑥ 委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供ある

いは受入れの指図を行うものとします。 
 
（金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図・目的・範囲） 
第 25条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変
動リスクを回避するため、金利先渡取引および為替先渡取引を行うことの指図をすることができます。 
② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第 5 条に定める信
託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で、全部解約が可能なものについてはこの

限りではありません。 
③ 金利先渡取引の指図にあたっては、当該信託財産に係る金利先渡取引の想定元本の合計額が、信託財産に係

るヘッジ対象金利商品の時価総額を超えないものとします。なお、信託財産の一部解約等の事由により、前記ヘ

ッジ対象金利商品の時価総額の合計額が減少して、金利先渡取引の想定元本の合計額がヘッジ対象金利商品の時

価総額の合計額を超えることとなった場合には、委託者は、速やかにその超える額に相当する金利先渡取引の一

部の解約を指図するものとします。 
④ 為替先渡取引の指図にあたっては、当該信託財産に係る為替先渡取引の想定元本の総額と、親投資信託の信

託財産に係る為替先渡取引の想定元本の総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額（以下本項におい

て「為替先渡取引の想定元本の合計額」といいます。）が、信託財産に係るヘッジ対象とする外貨建資産（以下本

項において「ヘッジ対象外貨建資産」といいます。）の時価総額と、親投資信託の信託財産に係るヘッジ対象外貨

建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額（以下本項において「ヘッジ対象外貨建資産

の時価総額の合計額」といいます。）を超えないものとします。なお、信託財産の一部解約等の事由により、ヘッ

ジ対象外貨建資産の時価総額の合計額が減少して、為替先渡取引の想定元本の合計額が、ヘッジ対象外貨建資産

の時価総額の合計額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する為替先渡取引

の一部の解約を指図するものとします。 
⑤ 前項において親投資信託の信託財産に係る為替先渡取引の想定元本の総額のうち信託財産に属するとみなし

た額とは、親投資信託の信託財産に係る為替先渡取引の想定元本の総額に親投資信託の信託財産の純資産総額に

占める信託財産に属する親投資信託の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。また、親投資信託の信託財産

に係るヘッジ対象外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額とは、親投資信託の信託財産に係

るヘッジ対象外貨建資産の時価総額に親投資信託の信託財産の純資産総額に占める信託財産に属する親投資信託

の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 
⑥ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額

で評価するものとします。 
⑦ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 
 
（同一銘柄の転換社債等への投資制限） 
第 26条 委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債の
時価総額と親投資信託の信託財産に属する当該転換社債および転換社債型新株予約権付社債の時価総額のうち信

託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の 100分の 5を超えることとなる投資の指図
をしません。 
② 前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属する親投資信託の時価総額に、親投資信託

の信託財産の純資産総額に占める当該転換社債および転換社債型新株予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得

た額をいいます。 
 
（有価証券の貸付の指図および範囲） 



第 27条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する公社債を、貸付時点
において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債の額面金額の合計額の範囲内で貸付の

指図をすることができます。 
② 前項に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する契約の一

部の解約を指図するものとします。 
③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 
 
（公社債の空売りの指図範囲） 
第 28条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産の計算においてする信託財産
に属さない公社債を売付けることの指図をすることができます。なお、当該売付の決済については、公社債（信

託財産により借入れた公社債を含みます。）の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることができるもの

とします。 
② 前項の売付の指図は、当該売付に係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付に係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売付の一部を決済するための指図をするも

のとします。 
 
（公社債の借入れ） 
第 29条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることがで
きます。なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行う

ものとします。 
② 前項の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超え

ることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するための

指図をするものとします。 
④ 第 1項の借入れに係る品借料は信託財産中から支弁します。 
 
（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 
第 30条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に
は、制約される場合があります。 
 
（外国為替予約取引の指図および範囲） 
第 31条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引の指図をす
ることができます。なお、外国為替予約取引の利用はヘッジ目的に限定しません。 
② 前項の予約取引の指図は、信託財産に係る為替の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につき円換算し

た額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建資産と親投資信託の

信託財産に属する外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属する親投資信託の時価総額に

親投資信託の信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計

額について、為替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図については、この限りではありません。 
③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者は所定の期間内にその超える額に相当する為替予約の

一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとします。 
 
（直物為替先渡取引の運用指図・目的） 
第 32条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、直物為替先渡取引を行うことの指図を
することができます。なお、直物為替先渡取引の利用はヘッジ目的に限定しません。 
② 直物為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第 5 条に定める信託期間を超えな
いものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありませ

ん。 
③ 直物為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額等で評価するも

のとします。 



④ 委託者は、直物為替先渡取引を行うにあたり、担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提

供あるいは受入れの指図を行うものとします。 
 
（信託業務の委託等） 
第 33条 受託者は、委託者と協議のうえ、信託業務の一部について、信託業法第 22条第 1項に定める信託業務
の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに適合するもの（受託者の利害関係人を含みます。）を委託先と

して選定します。 
1．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 
2．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託業務を確実に処理する能力があると認められること 
3．委託される信託財産に属する財産と自己の固有財産その他の財産とを区分する等の管理を行う体制が整備され
ていること 
4．内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 
② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が同項各号に掲げる基準に適合しているこ

とを確認するものとします。 
③ 前 2 項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる業務を、受託者および委託者が適当と認める者（受託者
の利害関係人を含みます。）に委託することができるものとします。 
1．信託財産の保存に係る業務 
2．信託財産の性質を変えない範囲内において、その利用または改良を目的とする業務 
3．委託者のみの指図により信託財産の処分およびその他の信託の目的の達成のために必要な行為に係る業務 
4．受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機能を有する行為 
 
（混蔵寄託） 
第 34条 金融機関または第一種金融商品取引業者等（金融商品取引法第 28条第 1項に規定する第一種金融商品
取引業を行う者および外国の法令に準拠して設立された法人でこの者に類する者をいいます。以下本条において

同じ。）から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した外国において発

行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商品取引業者等が保

管契約を締結した保管機関に当該金融機関または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄託できるものとしま

す。 
 
（信託財産の登記等および記載等の留保等） 
第 35条 信託の登記または登録をすることができる信託財産については、信託の登記または登録をすることとし
ます。ただし、受託者が認める場合は、信託の登記または登録を留保することがあります。 
② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のために委託者または受託者が必要と認めるときは、速やかに登

記または登録をするものとします。 
③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすることができる信託財産については、信託財産に属する旨の記載

または記録をするとともに、その計算を明らかにする方法により分別して管理するものとします。ただし、受託

者が認める場合は、その計算を明らかにする方法により分別して管理することがあります。 
④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上区別することができる方法によるほか、その計算を明らかにす

る方法により分別して管理することがあります。 
 
（有価証券売却等の指図） 
第 36条 委託者は、信託財産に属する親投資信託の受益証券に係る信託契約の一部解約の請求、有価証券の売却
等に関して一切の指図ができます。 
 
（再投資の指図） 
第 37条 委託者は、前条の規定による親投資信託の受益証券の一部解約金、有価証券の売却代金、有価証券に係
る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資するこ

との指図ができます。 
 
（資金の借入れ） 



第 38条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用および運用の安定性をはかるため、一部解約に伴う支
払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的として、ま

たは再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合を含み

ます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 
② 一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有す

る有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証

券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償

還金の入金日までの期間が 5 営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、
有価証券等の解約代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金の借入額は、借入れ指

図を行う日における信託財産の純資産総額の 10％を超えないこととします。 
③ 収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日から翌営業日までの間とし、

資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 
④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。 
 
（損益の帰属） 
第 39条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 
 
（受託者による資金の立替え） 
第 40条 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申
出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 
② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金お

よびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託者がこれを立替えて

信託財産に繰入れることができます。 
③ 前 2 項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議により、そのつど別にこれを定めま
す。 
 
（信託の計算期間） 
第 41条 この信託の計算期間は、毎月 23日から翌月 22日までとします。ただし、第 1計算期間は平成 21年 9
月 28日から平成 21年 10月 22日までとします。 
② 前項にかかわらず、同項の原則により計算期間終了日に該当する日（以下本項において「該当日」といいま

す。）が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるもの

とします。ただし、最終計算期間の終了日は、第 5条に定める信託期間の終了日とします。 
 
（信託財産に関する報告等） 
第 42条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し
ます。 
② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。 
③ 受託者は、前 2項の報告を行うことにより、受益者に対する信託法第 37条第 3項に定める報告は行わないこ
ととします。 
④ 受益者は、受託者に対し、信託法第 37条第 2項に定める書類または電磁的記録の作成に欠くことのできない
情報その他の信託に関する重要な情報および当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない情報を除き、信託

法第 38条第 1項に定める閲覧または謄写の請求をすることはできないものとします。 
 
（信託事務の諸費用および監査報酬） 
第 43 条 信託財産に関する租税、会計監査費用（消費税等相当額を含みます。）等の信託事務の処理に要する諸
費用および受託者の立替えた立替金の利息（以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中か

ら支弁します。 
② 信託財産に係る会計監査費用（消費税等相当額を含みます。）は、第 41条に規定する計算期間を通じて毎日、
信託財産の純資産総額に一定率を乗じて得た額とし、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁しま



す。 
 
（信託報酬等の総額） 
第 44条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第 41条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資
産総額に年 1万分の 150の率を乗じて得た額とします。 
② 前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとし、委託者と受託者と

の間の配分は別に定めます。 
③ 第 1項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁します。 
 
（収益の分配方式） 
第 45条 信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 
1．配当金、利子、貸付有価証券に係る品貸料およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額（「配当等収
益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該諸経費、信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除した

後、その残金を受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配にあてるため、その一部を分配準備積

立金として積立てることができます。 
2．売買損益に評価損益を加減した利益金額（「売買益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該諸経費、
信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てん

した後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配にあてるため、分配準備積立金として積立て

ることができます。 
② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 
 
（収益分配金、償還金および一部解約金の払込みと支払いに関する受託者の免責） 
第 46条 受託者は、収益分配金については第 47条第 1項に規定する支払開始日および第 47条第 2項に規定す
る交付開始前までに、償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。

以下同じ。）については第 47条第 3項に規定する支払開始日までに、一部解約金（第 49条第 4項の一部解約の価
額に当該一部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下同じ。）については第 47条第 4項に規定する支払日まで
に、その全額を委託者の指定する預金口座等に払込みます。 
② 受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金口座等に収益分配金、償還金および一部解約金を払込ん

だ後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 
 
（収益分配金、償還金および一部解約金の支払い） 
第 47条 収益分配金は、毎計算期間の終了日後 1ヵ月以内の委託者の指定する日から、毎計算期間の末日におい
て振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金に係る計算期間の末日以前にお

いて一部解約が行われた受益権に係る受益者を除きます。また、当該収益分配金に係る計算期間の末日以前に設

定された受益権で取得申込総金額支払前のため委託者の指定する販売会社の名義で記載または記録されている受

益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。 
② 前項の規定にかかわらず、別に定める自動けいぞく投資約款（別の名称で同様の権利義務関係を規定する約

款を含みます。）による契約（以下「別に定める契約」といいます。）に基づいて収益分配金を再投資する受益者

に対しては、受託者が委託者の指定する預金口座等に払込むことにより、原則として毎計算期間終了日の翌営業

日に収益分配金が委託者の指定する販売会社に交付されます。この場合、委託者の指定する販売会社は、受益者

に対し遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益権の売付を行います。当該売付により増加した受益権は、第 11条
第 3項の規定にしたがい、振替口座簿に記載または記録されます。 
③ 償還金は、信託終了日後 1 ヵ月以内の委託者の指定する日から、信託終了日において振替機関等の振替口座
簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行われた受益権に係る受益者を除き

ます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込総金額支払前のため委託者の指定する販売会社

の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。なお、当

該受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託者がこの信託の償還をするのと引換えに、当該

償還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座

において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 
④ 一部解約金は、第 49条第 1項の受益者の請求を受付けた日から起算して、原則として、6営業日目から当該



受益者に支払います。 
⑤ 前各項（第 2項を除きます。）に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支払いは、委託者の指定す
る販売会社の営業所等において行うものとします。 
⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金に係る収益調整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益権の価額

等に応じて計算されるものとします。 
 
（収益分配金および償還金の時効） 
第 48条 受益者が、収益分配金については第 47条第 1項に規定する委託者の指定する日から 5年間その支払い
を請求しないとき、および信託終了による償還金については第 47 条第 3 項に規定する委託者の指定する日から
10年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 
 
（信託の一部解約） 
第 49条 受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者に、委託者の指定する販売会社が定める単位（別に定
める契約に係る受益権または委託者の指定する販売会社に帰属する受益権については 1 口単位）をもって一部解
約の実行を請求することができます。 
② 前項の規定にかかわらず、一部解約の実行の請求日がシンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀

行、香港取引所のいずれかが休業日の場合には、当該請求はできないものとします。 
③ 委託者は、第 1 項の請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、第 1 項の一部解約
の実行の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係るこの信託

契約の一部解約を委託者が行うのと引換えに、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うも

のとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 
④ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求日の翌営業日の基準価額から当該基準価額に 0.3％の率を乗
じて得た額を信託財産留保額として控除した価額とします。 
⑤ 信託契約の一部解約に係る一部解約の実行の請求を受益者がするときは、委託者の指定する販売会社に対し、

振替受益権をもって行うものとします。 
⑥ 委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情が発生した

とき等には、第 1 項による一部解約の実行の請求の受付を中止およびすでに受付けた一部解約の実行の請求の受
付を取消すことができます。 
⑦ 前項により、一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当日

の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、

当該受益権の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求

を受付けたものとして第 4項の規定に準じて計算された価額とします。 
 
（質権口記載または記録の受益権の取扱い） 
第 50条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権に係る収益分配金の支払い、一部
解約の実行の請求の受付、一部解約金および償還金の支払い等については、この約款によるほか、民法その他の

法令等にしたがって取扱われます。 
 
（信託契約の解約） 
第51条 委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、
またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させるこ

とができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 
② 委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益権の総口数が当初設定に係る受益権総口数の 10分の
1または 30億口を下ることとなった場合には、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させる
ことができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 
③ 委託者は、前 2項の事項について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。この場合
において、あらかじめ、書面決議の日および信託契約の解約の理由等の事項を定め、当該決議の日の 2 週間前ま
でに、この信託契約に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発

します。 
④ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの当



該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を

有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている

受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 
⑤ 第 3 項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の 3 分
の 2以上にあたる多数をもって行います。 
⑥ 第 3項から前項までの規定は、委託者が信託契約の解約について提案をした場合において、当該提案につき、
この信託契約に係るすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。

また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって第 3 項から前項までの手続き
を行うことが困難な場合にも適用しません。 
 
（信託契約に関する監督官庁の命令） 
第 52条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を
解約し信託を終了させます。 
② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第 56条の規定にしたがいま
す。 
 
（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 
第53条 委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、
この信託契約を解約し、信託を終了させます。 
② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に引継ぐ

ことを命じたときは、この信託は、第 56条第 2項に規定する書面決議が否決された場合を除き、当該投資信託委
託会社と受託者との間において存続します。 
 
（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 
第 54条 委託者は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲
渡することがあります。 
② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関する

事業を承継させることがあります。 
 
（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 
第 55条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に違反して信
託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に受託者の解

任を申立てることができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場合、委託者は、第 56
条の規定にしたがい新受託者を選任します。なお、受益者は、上記によって行う場合を除き、受託者を解任する

ことはできないものとします。 
② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 
 
（信託約款の変更等） 
第 56条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と
合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人に関する

法律第 16条第 2号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるも
のとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、この信託約

款は本条に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 
② 委託者は、前項の事項（同項の変更にあっては、その内容が重大なものに該当する場合に限ります。以下、

併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）について、書面決議を行います。この場合において、あら

かじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等の内容およびその理由等の事項を定め、当該決議の日の 2 週
間前までに、この信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通

知を発します。 
③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの当

該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を



有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている

受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 
④ 第 2 項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の 3 分
の 2以上にあたる多数をもって行います。 
⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 
⑥ 第 2 項から前項までの規定は、委託者が重大な約款の変更等について提案をした場合において、当該提案に
つき、この信託約款に係るすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは適用しま

せん。 
⑦ 前各項の規定にかかわらず、この信託において併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該併合に係

る一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の信託との併合を行う

ことはできません。 
 
（他の受益者の氏名等の開示の請求の制限） 
第 57条 この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行うことはできませ
ん。 
1．他の受益者の氏名または名称および住所 
2．他の受益者が有する受益権の内容 
 
（反対者の買取請求権） 
第 58条 第 51条に規定する信託契約の解約または第 56条に規定する重大な約款の変更等を行う場合には、書面
決議において当該解約または重大な約款変更等に反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する受益権を、

信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 
 
（公告） 
第 59条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 
 
（信託約款に関する疑義の取扱い） 
第 60条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 
 
（付則） 
第 1条 第 47条第 6項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第 27条の規定によるものとし、受益者毎
の信託時の受益権の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収

益分配のつど調整されるものとします。また、同条同項に規定する「受益者毎の信託時の受益権の価額等」とは、

原則として、受益者毎の信託時の受益権の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配

のつど調整されるものとします。 
第 2条 第 25条に規定する「金利先渡取引」は、当事者間において、あらかじめ将来の特定の日（以下「決済日」
といいます。）における決済日から一定の期間を経過した日（以下「満期日」といいます。）までの期間に係る国

内または海外において代表的利率として公表される預金契約または金銭の貸借契約に基づく債権の利率（以下「指

標利率」といいます。）の数値を取り決め、その取り決めに係る数値と決済日における当該指標利率の現実の数値

との差にあらかじめ元本として定めた金額および当事者間で約定した日数を基準とした数値を乗じた額を決済日

における当該指標利率の現実の数値で決済日における現在価値に割り引いた額の金銭の授受を約する取引をいい

ます。 
② 第 25条に規定する「為替先渡取引」は、当事者間において、あらかじめ決済日から満期日までの期間に係る
為替スワップ取引（同一の相手方との間で直物外国為替取引および当該直物外国為替取引と反対売買の関係に立

つ先物外国為替取引を同時に約定する取引をいいます。以下本条において同じ。）のスワップ幅（当該直物外国為

替取引に係る外国為替相場と当該先物外国為替取引に係る外国為替相場との差を示す数値をいいます。以下本条

において同じ。）を取り決め、その取り決めに係るスワップ幅から決済日における当該為替スワップ取引の現実の

スワップ幅を差引いた値にあらかじめ元本として定めた金額を乗じた額を決済日における指標利率の数値で決済

日における現在価値に割り引いた額の金銭またはその取り決めに係るスワップ幅から決済日における当該為替ス

ワップ取引の現実のスワップ幅を差引いた値にあらかじめ元本として定めた金額を乗じた金額とあらかじめ元本



として定めた金額について決済日を受渡日として行った先物外国為替取引を決済日における直物外国為替取引で

反対売買したときの差金に係る決済日から満期日までの利息とを合算した額を決済日における指標利率の数値で

決済日における現在価値に割り引いた額の金銭の授受を約する取引をいいます。 
③ 第 32条に規定する「直物為替先渡取引」は、当事者間において、あらかじめ元本として定めた金額について
決済日を受渡日として行った先物外国為替取引を決済日における直物外国為替取引で反対売買したときの差金の

授受を約する取引その他これに類似する取引をいいます。 
 
 
 
前記条項により信託契約を締結します。 
 
信託契約締結日 平成 21年 9月 28日 
 
 東京都千代田区丸の内三丁目 1 番 1 号 

委託者 国 際 投 信 投 資 顧 問 株 式 会 社 
 
 

  

 大阪市中央区備後町 2 丁目 2 番 1 号 
受託者  株 式 会 社 り そ な 銀 行 



≪参 考≫ 
アジア・ソブリン・オープン マザーファンド 

－運用の基本方針－ 
 
約款第 15条の規定に基づき、委託者の定める運用の基本方針は、次の通りとします。 
 
1．基本方針 
この投資信託は、日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券（国債、政府保証債等をいいます。）および準ソブ

リン債券（政府の出資比率が 50％を超えている企業の発行する債券をいいます。）を中心に投資を行い、安定した
インカムゲインの確保と信託財産の成長を目指して運用を行います。 
 
2．運用方法 
（1） 投資対象 
日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券および準ソブリン債券を主要投資対象とします。 
（2） 投資態度 
① 日本を除くアジア諸国・地域のソブリン債券および準ソブリン債券を中心に投資を行います。 
② ポートフォリオの構築にあたっては、原則として以下の範囲内で行います。 
イ. ソブリン債券以外への投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 35％以内とします。 
ロ. 同一企業が発行する債券への投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 10％以内とします。 
ハ. 同一国・地域が発行する債券への投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 35％以内とします。 
③ 債券（ソブリン債券および準ソブリン債券）の組入比率は、原則として高位を保ちます。 
④ 外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行いません。 
⑤ 重大な投資環境の変化が生じた場合には、信託財産の保全の観点から、委託者の判断により主要投資対象への
投資を大幅に縮小する場合があります。 
⑥ 投資対象国・地域における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、
自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等の場合をいいます。）の発生を含む市況動向や資金動向等

の事情によっては、前記のような運用ができない場合があります。 
 
3．投資制限 
（1） 株式への投資は、転換社債の転換請求および新株予約権（新株予約権付社債のうち会社法第 236条第 1項
第 3 号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在
し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（以下、会社法施行前の旧商法第 341条ノ 3第 1項第 7号および
第 8号の定めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます。）の新株予約権に限り
ます。）の行使により取得した株券に限り、信託財産の純資産総額の 10％以内とします。 
（2） 投資信託証券への投資は、信託財産の純資産総額の 5％以内とします。 
（3） 同一銘柄の株式への投資は、取得時において、信託財産の純資産総額の 5％以内とします。 
（4） 同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への投資は、取得時において、信託財産の純資産
総額の 5％以内とします。 
（5） 有価証券先物取引等は、約款第 19条の範囲で行います。 
（6） スワップ取引は、約款第 20条の範囲で行います。 
（7） 直物為替先渡取引は、約款第 28条の範囲で行います。 
（8） 外貨建資産への投資は、制限を設けません。 
 

 



KOKUSAI Asset Management Co., Ltd.
東京都千代田区丸の内三丁目1番1号（〒100-0005）

平日 9：00～17：00 土・日・祝日を除く（半休日のときは午前9時～正午）

（2009.11.24 PRO）







追加型投信／海外／債券
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ン投資信託説明書（請求目論見書）

＊本書は金融商品取引法（昭和23年法律第25号）
第13条の規定に基づく目論見書です。



 

 
１．｢アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型）｣の募集については、委託会社は、金融商

品取引法（昭和２３年法第２５号）第５条の規定により有価証券届出書を平成２１年８

月２１日に関東財務局長に提出しており、平成２１年９月６日にその届出の効力が発生

しております。 
２．本投資信託説明書（請求目論見書）は金融商品取引法（昭和２３年法第２５号）第１３

条第２項第２号の規定に基づく目論見書です。 
 
 
 
 

 
発行者名    ：国際投信投資顧問株式会社 

代表者の役職氏名：取締役社長  吉峯 寛 

本店の所在の場所：東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 

 

届出の対象とした募集（売出）内国投資信託受益証券に係るファンドの名称 

：アジア・ソブリン・オープン（毎月決算型） 

届出の対象とした募集（売出）内国投資信託受益証券の金額 

：当初申込期間    上限 500 億円 

継続申込期間    上限 2,000 億円 
縦覧に供する場所：該当事項はありません。 

 

 
当ファンドにおける課税上の取扱いは株式投資信託となります。 

 

・ファンドは、公社債など値動きのある証券（外貨建資産には為替変動リスク
もあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって元本
が保証されているものではありません。 
・投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入のお客さまに帰属します。 

・投資信託は、預金保険の対象ではありません。 

・投資信託は、金融機関の預金と異なり、元本保証および利回り保証をするも
のではありません。 

・登録金融機関は、投資者保護基金には加入しておりません。 

・投資信託は、保険契約における保険金額とは異なり、受取金額等の保証はあ
りません。 

・投資信託は、保険ではなく、保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ
ん。 

・投資信託の取得のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。 
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第三部【ファンドの詳細情報】 
 

第１【ファンドの沿革】 
平成21年９月28日 証券投資信託契約締結、設定、運用開始 

 

第２【手続等】 
 

１【申込（販売）手続等】 

 

取得の申込みは、申込期間において、原則として販売会社の営業日の午後３時（半休日のときは午前11

時）までに、販売会社所定の方法で行われます。取得申込みが行われ、かつ当該取得申込みの受付に係

る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の取得申込みとします。 

ただし、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれかが休業日の場

合には、取得の申込みはできません。（販売会社または委託会社において確認することができます。） 

金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、取

得申込みの受付を中止することおよびすでに受付けた取得申込みの受付を取消すことがあります。 

※ 取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために開設されたファン

ドの受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該取得申込者に係

る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得申込みの代金の支払い

と引換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行うことができます。

委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載

または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、

委託会社から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿へ

の新たな記載または記録を行います。受託会社は、信託契約締結日に生じた受益権については信託

契約締結時に、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法に

より、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行います。 

(1） 申込単位 

（当初元本１口＝１円） 

① 「分配金受取コース」 

１万口単位または１万円以上１円単位です。 

② 「自動けいぞく投資コース」 

１万円以上１円単位です。 

ただし、「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資による取得申込みについては、

１円単位とします。 

販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合あるいは申込単位が異なる場合があ

ります。 

なお、それぞれの販売会社の取扱いコースおよび申込単位の照会先は当該販売会社となります。 

(2） 申込手数料 

手数料率：上限3.15％（税抜3.00％） 

申込手数料は、消費税等相当額を含みます。 

「自動けいぞく投資コース」に係る収益分配金の再投資による取得申込みについては、無手数料

とします。 

なお、申込手数料の照会先は販売会社となります。 

(3） 申込代金 
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取得申込みの受付日の翌営業日の基準価額（当初申込期間中は１万口当たり１万円）に申込口数

を乗じて得た額に、前記手数料率を乗じて得た申込手数料（消費税等相当額を含みます。）を加

えた額が申込代金となります。 

(4） 払込期日 

取得申込者は、申込代金を販売会社が指定する期日までに払込むものとします。 

 

２【換金（解約）手続等】 

 

換金（解約）の請求は、原則として販売会社の営業日の午後３時（半休日のときは午前11時）までに、

販売会社所定の方法で行われます。換金請求が行われ、かつ当該換金請求の受付に係る販売会社所定の

事務手続きが完了したものを当日の換金請求とします。 

※ 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求には制限を設ける場合があります。 

ただし、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれかが休業日の場

合には、換金の請求はできません。（販売会社または委託会社において確認することができます。） 

なお、金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるとき

は、換金請求の受付を中止することおよびすでに受付けた換金請求の受付を取消すことがあります。換

金請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当日の換金請求を撤回できま

す。ただし、受益者がその換金請求を撤回しない場合の解約価額は、当該受付中止を解除した後の最初

の基準価額の計算日に換金請求を受付けたものとし、当該計算日の翌営業日の基準価額から信託財産留

保額を差引いた価額とします。 

解約価額は、販売会社において確認できます。 

※ 換金の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係

るファンドの一部解約を委託会社が行うのと引換えに、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数

の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の

減少の記載または記録が行われます。 

なお、換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

(1） 解約単位 

販売会社が定める単位とします。 

(2） 解約価額 

解約の受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額とします。 

(3） 解約手数料 

かかりません。 

(4） 信託財産留保額 

解約の受付日の翌営業日の基準価額の0.3％とします。 

(5） 支払日 

解約代金は、原則として解約の受付日から起算して６営業日目から、販売会社において、受益

者に支払います。 

(6） 大口解約の制限 

信託財産の資金管理を円滑に行うため、原則として１日１件５億円を超える解約は行えないも

のとします。また、市況動向等により、これ以外にも大口の解約請求に制限を設ける場合があ

ります。 
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第３【管理及び運営】 
 
１【資産管理等の概要】 

 
(1）【資産の評価】 

① 基準価額の算出方法 

基準価額は、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入有価証券を除きま

す。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価または一部償却原価法によ

り評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といいま

す。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。（ただし、便宜上１万口

当たりに換算した価額で表示することがあります。） 

＊ 基準価額＝純資産総額÷受益権総口数 

② ファンドの主な投資対象の評価方法 

ａ．親投資信託受益証券 

計算日の基準価額で評価します。 

ｂ．公社債等 

以下のいずれかの方法で評価します。 

（ａ）日本証券業協会が発表する売買参考統計値（平均値） 

（ｂ）金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（売気配相場を除きます。） 

（ｃ）価格情報会社の提供する価額 

残存期間１年以内の公社債等については、一部償却原価法による評価を適用することが

できます。 

ｃ．外貨建資産 

外貨建資産の円換算については、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買

相場の仲値をもとに評価します。また、予約為替の評価は、原則として、わが国におけ

る計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるものとします。 

③ 基準価額の算出頻度 

委託会社の毎営業日において算出されます。 

④ 基準価額の照会方法 

基準価額の照会先は、販売会社または以下の通りです。また、原則として計算日の翌日付の

日本経済新聞朝刊に略称で「アジソブ」として掲載されます。 

国際投信投資顧問株式会社 

電話番号：0120-759311（フリーダイヤル） 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半休日のときは午前９時～正午）） 

ホームページ アドレス：http://www.kokusai-am.co.jp 

 

(2)【保管】 

該当事項はありません。 

(3)【信託期間】 

平成21年９月28日以降、無期限とします。 

(4)【計算期間】 

毎月23日から翌月22日までとします。（ただし、第１計算期間は平成21年９月28日から平成21年

10月22日までとなります。） 

ただし、各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計
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算期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。 

なお、最終計算期間の終了日は、ファンドの信託期間の終了日とします。 

 (5)【その他】 

① ファンドの償還条件等 

ａ．委託会社は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利で

あると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、

この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会

社は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ｂ．委託会社は、一部解約により受益権の総口数が当初設定に係る受益権総口数の10分の１

または30億口を下ることとなった場合には、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解

約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、

解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ｃ．委託会社は、信託の終了について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）

を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約の

理由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託契約に係る知れている

受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

ｄ．ｃ．の書面決議において、受益者（委託会社およびファンドの信託財産にファンドの受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下ｄ．に

おいて同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書

面決議について賛成するものとみなします。 

ｅ．ｃ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益

者の議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行います。 

ｆ．ｃ．からｅ．までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合におい

て、当該提案につき、この信託契約に係るすべての受益者が書面または電磁的記録によ

り同意の意思表示をしたときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真に

やむを得ない事情が生じている場合であってｃ．からｅ．までの手続きを行うことが困

難な場合にも適用しません。 

ｇ．委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にした

がい、信託契約を解約し信託を終了させます。 

ｈ．委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

ときは、委託会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

ｉ．監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引継ぐこと

を命じたときは、この信託は、②のｂ．に規定する書面決議が否決された場合を除き、

当該投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。 

ｊ．受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合、または裁判所が受託会社

を解任した場合、委託会社が新受託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契

約を解約し、信託を終了させます。 

② 約款の変更 

ａ．委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信

託との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図

型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじ

め、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、ａ．
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からｇ．までに定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

ｂ．委託会社は、ａ．の事項（ａ．の変更にあっては、その内容が重大なものに該当する場

合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）について、

書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約

款の変更等の内容およびその理由等の事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、こ

の信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面

決議の通知を発します。 

ｃ．ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびファンドの信託財産にファンドの受

益権が属するときの当該受益権に係る受益者としての受託会社を除きます。以下ｃ．に

おいて同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができま

す。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書

面決議について賛成するものとみなします。 

ｄ．ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益

者の議決権の３分の２以上にあたる多数をもって行います。 

ｅ．書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

ｆ．ｂ．からｅ．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場合に

おいて、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面または電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは適用しません。 

ｇ．ａ．からｆ．までの規定にかかわらず、ファンドにおいて併合の書面決議が可決された

場合にあっても、当該併合に係る一または複数の他のファンドにおいて当該併合の書面

決議が否決された場合は、当該他のファンドとの併合を行うことはできません。 

③ 反対者の買取請求権 

信託契約の解約または重大な約款変更等を行う場合には、書面決議において当該解約または

重大な約款変更等に反対した受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権を、信託財

産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

④ 他の受益者の氏名等の開示の請求の制限 

ファンドの受益者は、委託会社または受託会社に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行う

ことはできません。 

ａ．他の受益者の氏名または名称および住所 

ｂ．他の受益者が有する受益権の内容 

⑤ 関係法人との契約の更改 

ａ．委託会社と投資顧問会社との間で締結された「投資顧問契約」の有効期間は、１年間と

します。ただし、相手方に対し90日以上の事前の書面による意思表示の通知がないとき

は、１年毎に自動延長するものとします。 

ｂ．委託会社と販売会社との間で締結された「投資信託受益権の募集・販売の取扱い等に関

する契約」の契約期間は、契約締結日から１年とします。ただし双方から契約満了日の

３ヵ月前までに別段の意思表示のないときは、さらに１年間延長するものとし、その後

も同様とします。 

⑥ 公告 

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

⑦ 信託事務の委託 

受託会社は、ファンドに係る信託事務の処理の一部について日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社と再信託契約を締結し、これを委託することがあります。その場合には、再信

託に係る契約書類に基づいて所定の事務を行います。 



－  － 
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⑧ 運用報告書 

委託会社は、６ヵ月毎（毎年１月および７月の決算日を基準とします。）および償還時に、

運用経過等を記載した運用報告書を作成し、かつ販売会社を経由して知れている受益者に交

付します。なお、当該運用報告書は委託会社等のホームページにおいても受益者その他一般

投資者に対して開示されることがあります。 

また、運用報告書を補完することを目的として、週次または月次に運用状況等を記載した情

報提供資料を作成し、ホームページ等において受益者その他一般投資者に対して開示される

ことがあります。 

 



－  － 
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２【受益者の権利等】 

 

受益者の有する主な権利は以下の通りです。 

(1） 収益分配金に対する受領権 

受益者は、収益分配金を持ち分に応じて受領する権利を有します。 

① 「分配金受取コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、毎計算期間の終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する

日（原則として決算日から起算して５営業日以内）から、販売会社において、受益者に支払

います。 

ただし、受益者が、収益分配金について支払開始日から５年間その支払いの請求を行わない

場合はその権利を失い、その金銭は委託会社に帰属します。 

② 「自動けいぞく投資コース」 

収益分配金は、税金を差引いた後、「自動けいぞく投資契約」に基づいて、決算日の基準価

額により自動的に無手数料で全額再投資されます。 

(2） 償還金に対する受領権 

受益者は、償還金を持ち分に応じて受領する権利を有します。 

償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日（休業日のとき

は翌営業日）から起算して５営業日以内）から、販売会社において、受益者に支払います。 

ただし、受益者が、償還金について支払開始日から10年間その支払いの請求を行わない場合はそ

の権利を失い、その金銭は委託会社に帰属します。 

(3） 換金（解約）請求権 

受益者は、自己に帰属する受益権につき、換金（解約）請求する権利を有します。 

解約金は、原則として解約の受付日から起算して６営業日目から、販売会社において、受益者に

支払います。 

なお、換金には制限があります。くわしくは「第２ 手続等 ２ 換金（解約）手続等 (6) 

大口解約の制限」を参照してください。 

また、シンガポールの銀行、シンガポール取引所、香港の銀行、香港取引所のいずれかが休業日

の場合には、換金の請求はできません。（販売会社または委託会社において確認することができ

ます。） 

(4） 受益権均等分割 

受益者は、自己に帰属する受益権の口数に応じて均等にファンドの受益権を保有します。 

受益権は、信託の日時を異にすることにより、差異を生ずることはありません。 

(5） 帳簿書類閲覧権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内にファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧を請

求することができます。 



－  － 
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第４【ファンドの経理状況】 
 

１ ファンドは、平成21年９月28日より運用を開始していますが平成21年11月24日現在では第１特定期

間期末（平成22年１月22日）を迎えておりませんので、記載すべき該当事項はありません。 

 

２ ファンドの財務諸表は、｢財務諸表等の用語、様式及び作成に関する規則｣（昭和38年大蔵省令第59

号）ならびに同規則第２条の２の規定により、｢投資信託財産の計算に関する規則｣（平成12年総理府

令第133号）に基づいて作成します。 

 

３ ファンドの財務諸表については新日本有限責任監査法人による監査を受けます。 

 

 

第５【設定及び解約の実績】 
 

該当事項はありません。 
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KOKUSAI Asset Management Co., Ltd.
東京都千代田区丸の内三丁目1番1号（〒100-0005）

平日 9：00～17：00 土・日・祝日を除く（半休日のときは午前9時～正午）

（2009.11.24 PRO）
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